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規 則

�愛媛県規則第１６号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

教育委員会規則
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教育委員会告示

○ 愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による教育委員会が定める法人の指定及び愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による

開示請求をすることができる個人情報の廃止………………………………………………………………………………………………………（教育総務課）…４７８

教育委員会訓令

○ 愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………………（高校教育課）…４７８

人事委員会規則

○ 人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………（人事委員会事務局）…４７９

○ 愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４７９

○ 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………（ 〃 ）…４８０

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則及び給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則……………………………（ 〃 ）…４８０

人事委員会告示

○ 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の廃止……………………（人事委員会事務局）…４８１

選挙管理委員会告示

○ 政治資金規正法に基づく文書の公開に関する規程の一部改正………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…４８１

○ 選挙管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部改正………………………………………………………………………（ 〃 ）…４８５

○ 個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設の一部改正…………………………………（ 〃 ）…４８６

公営企業告示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…４８６

○ 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の廃止………………（ 〃 ）…４８６

公営企業管理規程

○ 愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程……………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…４８７

○ 公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関する管理規程の一部を改正する管理規程………………………………………（ 〃 ）…４９１

○ 愛媛県企業職員就業規程等の一部を改正する管理規程………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４９２

公営企業訓令

○ 愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…４９６

労働委員会告示

○ 労働委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部改正…………………………………………………………………………（労働委員会事務局）…５００

警察本部告示

○ 愛媛県情報公開条例第３５条第１項の規定による警察本部長が定める法人の指定……………………………………………………（警察本部広報県民課）…５０１

○ 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の廃止…………………（ 〃 ）…５０１

雑 報

○ 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の廃止（２件）…………………（保健福祉課）…５０１

○ 愛媛海区漁業調整委員会指示（２件）……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…５０１

○ 海区漁業調整委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部改正……………………………………………………………………………（ 〃 ）…５０２

○ 内水面漁場管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部改正…………………………………………………………………………（ 〃 ）…５０２

○ 収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………（用地課）…５０２

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。
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令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１７号
愛媛県県立産業技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立産業技術専門校運営規則の一部を改正する規則

愛媛県県立産業技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

愛媛県消費者苦情処理審査会委員

愛媛県犯罪被害者等支援推進会議委員

省略

教科用図書選定審議会委員

愛媛県教育職員免許状再授与審査会委員

省略

省略

愛媛県消費者苦情処理審査会委員

省略

教科用図書選定審議会委員

省略

改 正 後 改 正 前

（入校手続）

第４条 専門校に、訓練生として入校を希望する者は、校長の定め

るところにより、校長の指定する期日までに次の書類を校長に提

出しなければならない。ただし、校長が、その必要がないと認め

たときは、第２号の写真を省略することができる。

� 省略

� 写真（名刺型とし、願書提出前６月以内に撮影した正面脱帽

半身像で、裏面に氏名を記載したもの）

様式第１号（第４条、第１２条関係） 入校願書

（入校手続）

第４条 専門校に、訓練生として入校を希望する者は、校長の定め

るところにより、校長の指定する期日までに次の書類を校長に提

出しなければならない。ただし、校長が、その必要がないと認め

たときは、第２号の写真を省略することができる。

� 省略

� 写真（名刺型とし、願書提出前３月以内に撮影した正面脱帽

半身像で、裏面に氏名を記載したもの）

様式第１号（第４条、第１２条関係） 入校願書

省略 省略

写真貼付欄 写真貼付欄

出願前６月以内

に正面から撮影

した無帽の上半

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

身像で、縦４セ

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

ンチメートル横

３センチメート

ルのもの

出願前３月以内

に正面から撮影

した無帽の上半

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

身像で、縦４セ

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

ンチメートル横

３センチメート

ルのもの

省略 省略

省略 省略
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１８号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

志 望

訓練科

第１志望 第２志望

入寮希望（愛媛県立新居浜産業

技術専門校に入校を希望する者

に限る。）

志 望

訓練科

第１志望 第２志望

入寮希望（愛媛県立新居浜産業

技術専門校に入校を希望する者

に限る。）

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（第６条関係） 誓約書

注 省略

様式第２号（第６条関係） 誓約書

省略

氏 名 �

上記の者は、この度貴校に入校の許可を得ました。つきま

しては、この誓約を本人に堅く守らせることはもちろん、在

学中に生じた一切の債務（極度額 円）をお引き受け

することを誓います。

省略

氏 名 �

省略

氏 名 �

省略

省略

氏 名 �

上記の者は、この度貴校に入校の許可を得ました。つきま

しては、この誓約を本人に堅く守らせることはもちろん、本

人の一身上に関する一切のこと をお引き受け

することを誓います。

省略

氏 名 �

省略

氏 名 �

省略

改 正 後 改 正 前

（特定病院の認定）

第１条の３ 法第２１条第４項前段及び法第３３条第３項前段の規定に

よる認定は、特定病院認定申請書（様式第１号）を当該保健所長

を経て、知事に提出して受けるものとする。

２ 省略

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

（特定病院の認定）

第１条の３ 法第２１条第４項前段及び法第３３条第４項前段の規定に

よる認定は、特定病院認定申請書（様式第１号）を当該保健所長

を経て、知事に提出して受けるものとする。

２ 省略

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第２１

条第４項後段及び第３３条第３項後段の規定による措置によ

る患者を受け入れる病棟について記載すること。

３～５ 省略

様式第１６号（第１６条、様式第１７号関係） 同意書

注１ 省略

２ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第２１

条第４項後段及び第３３条第４項後段の規定による措置によ

る患者を受け入れる病棟について記載すること。

３～５ 省略

様式第１６号（第１６条、様式第１７号関係） 同意書

省略

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

省略

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律
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第３３条第１項

第１２３号）

�
�
��
�
��

�
�
��
�
��

の規定により、次のとおり入院

第３３条第２項

させることに同意します。

第３３条第１項

第１２３号）

�
�
��
�
��

�
�
��
�
��

の規定により、次のとおり入院

第３３条第３項

させることに同意します。

省略 省略

同意者

省略

同意者

省略

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添

えます。

① 省略

② 省略

③ 患者に対する虐待等（配偶者暴力、児童虐

待、高齢者虐待又は障害者虐待）を行っている

者

④ 省略

⑤ 省略

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添

えます。

① 省略

② 省略

③ 省略

④ 省略

同意者

省略

同意者

省略

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添

えます。

① 省略

② 省略

③ 患者に対する虐待等（配偶者暴力、児童虐

待、高齢者虐待又は障害者虐待）を行っている

者

④ 省略

⑤ 省略

なお、以下のいずれにも該当しないことを申し添

えます。

① 省略

② 省略

③ 省略

④ 省略

注 省略

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場

合）

（表） 省略

（裏）

注 省略

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場

合）

（表） 省略

（裏）

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、法第３３条第１項及び第３項に規定する入院、法第３３条

第２項及び第３項に規定する入院又は法第３３条の７第２項

に規定する入院については、その旨を記載すること。

４～９ 省略

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、法第３３条第１項及び第４項に規定する入院、法第３３条

第３項及び第４項に規定する入院又は法第３３条の７第２項

に規定する入院については、その旨を記載すること。

４～９ 省略

注 省略

様式第１７号（その２） 省略

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

注 省略

様式第１７号（その２） 省略

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（以下「旧規則」という。）様式第

１号の規定による特定病院認定申請書は、改正後の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則様式第１号の規定による特定病院

認定申請書とみなす。

３ この規則施行の際現にある旧規則様式第１７号（その１）、様式第１８号の５及び様式第１８号の６の規定による書類の用紙は、当分の間、

これを訂正して使用することができる。

�愛媛県規則第１９号
愛媛県立子ども療育センター使用規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立子ども療育センター使用規則の一部を改正する規則

愛媛県立子ども療育センター使用規則（平成１９年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

法律第１２３号）第３３条第１項及び第３項に規定する入院、同

法第３３条第２項及び第３項に規定する入院又は同法第３３条

の７第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

４～１１ 省略

法律第１２３号）第３３条第１項及び第４項に規定する入院、同

法第３３条第３項及び第４項に規定する入院又は同法第３３条

の７第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

４～１１ 省略

様式第１８号の６（第２３条関係） 医療保護入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

様式第１８号の６（第２３条関係） 医療保護入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号。以下「法」という。）第３３条第１項及び第３

項に規定する入院、法第３３条第２項及び第３項に規定する

入院又は法第３３条の７第２項に規定する入院については、

その旨を記載すること。

４～１１ 省略

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号。以下「法」という。）第３３条第１項及び第４

項に規定する入院、法第３３条第３項及び第４項に規定する

入院又は法第３３条の７第２項に規定する入院については、

その旨を記載すること。

４～１１ 省略

様式第１８号の７（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

様式第１８号の７（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第１項及び第３項に規定する入院、同

法第３３条第２項及び第３項に規定する入院又は同法第３３条

の７第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

４～１１ 省略

省略

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第１項及び第４項に規定する入院、同

法第３３条第３項及び第４項に規定する入院又は同法第３３条

の７第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

４～１１ 省略
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附 則

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立子ども療育センター使用規則別表第２診断書料の項の規定は、この規則の施行の日以後の診断書の交付の申請に係る

手数料について適用し、同日前の診断書の交付の申請に係る手数料については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第２０号
畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行細則の一部を改正する規則

畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行細則（令和４年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第５４条関係） 別表第２（第５４条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

診断書料 省略 診断書料 省略

死亡診断書 １部 ３，７４０円 死亡診断書 １部 ３，６３０円

省略 省略

省略 省略

エックス線

フィルム複

製料

省略 エックス線

フィルム複

製料

省略

四ツ切 １枚 ３００円 四ツ切 １枚 ３１０円

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

第１条 省略

（仮使用の認定に係る審査の事務）

第２条 省令第６７条に規定する者は、法第６条第２項ただし書の規

定に基づく仮使用の認定に係る審査の事務（当該仮使用をした場

合の安全上、防火上及び避難上の支障の有無に関する部分に限

る。）を行うことができる。

（畜舎等の敷地と道路との関係の建築等認定の申請）

第３条 省令第４８条第２項の規定に基づく建築等の認定を受けよう

とする者は、畜舎等の敷地と道路との関係の建築等認定申請書

（様式第１号）の正本及び副本に、それぞれ省令別表第２の�の

項に掲げる付近見取図、配置図、平面図、床面積求積図、２面以

上の立面図及び２面以上の断面図その他知事が必要と認める図書

及び書面（以下「図書等」という。）を添えて、知事に提出しな

ければならない。

２・３ 省略

第４条 省略

第５条 省略

第６条 省略

様式第１号（第３条関係） 畜舎等の敷地と道路との関係の建築等

認定申請書

第１条 省略

（畜舎等の敷地と道路との関係の建築等認定の申請）

第２条 省令第４８条第２項の規定に基づく建築等の認定を受けよう

とする者は、畜舎等の敷地と道路との関係の建築等認定申請書

（様式第１号）の正本及び副本に、それぞれ省令別表第２の�の

項に掲げる付近見取図、配置図、平面図、床面積求積図、２面以

上の立面図及び２面以上の断面図その他知事が必要と認める図書

及び書面（以下「図書等」という。）を添えて、知事に提出しな

ければならない。

２・３ 省略

第３条 省略

第４条 省略

第５条 省略

様式第１号（第２条関係） 畜舎等の敷地と道路との関係の建築等

認定申請書

省略 省略

畜舎等 省略 畜舎等 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４０７

告 示

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第３５６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

及びそ

の敷地

に関す

る事項

畜舎等

の種類

□飼養施設

□飼養施設に付随する搾乳施設

□飼養施設に付随する集乳施設

□飼養施設に付随する貯水施設、水質浄化施

設その他これらに類する施設

□飼養施設に付随する畜産業用倉庫

□飼養施設に付随する畜産業用車庫

□堆肥舎

□堆肥舎に付随する畜産業用倉庫

□堆肥舎に付随する畜産業用車庫

□発酵槽等を制御するための施設

及びそ

の敷地

に関す

る事項

畜舎等

の種類
□飼養施設□搾乳施設□集乳施設□堆肥舎

省略 省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる図書及び書面を添付すること。

� 畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則

別表第２の�の項に掲げる付近見取図、配置図、平面

図、床面積求積図、２面以上の立面図及び２面以上の断

面図

� 省略

様式第２号（第３条関係） 省略

様式第３号（第３条関係） 省略

様式第４号（第５条関係） 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる図書及び書面を添付すること。

� 畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則

別表第２の�の項に掲げる付近見取図、配置図、平面

図、床面積求積図、２面以上の立面図及び２面以上の断

面図

� 省略

様式第２号（第２条関係） 省略

様式第３号（第２条関係） 省略

様式第４号（第４条関係） 省略

名 称 住所又は事務所の所在地 納 付 の 委 託 を 受 け る
こ と が で き る 歳 入 等

納付の委託を受ける
ことができる 期 間 指定年月日

株式会社トラストバンク 東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

トヨタファイナンス株式会社 愛知県名古屋市西区牛島町６番１号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

株式会社愛媛ジェーシービー 愛媛県松山市勝山町二丁目４番地７ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

株式会社ＤＧフィナンシャルテ
クノロジー

東京都渋谷区恵比寿南３－５－７
デジタルゲートビル１０階

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

株式会社アイモバイル 東京都渋谷区桜丘町２２－１４ Ｎ．Ｅ．
Ｓ．ビルＮ棟２階

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

ＰａｙＰａｙ株式会社 東京都千代田区紀尾井町１－３ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日

楽天グループ株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号
楽天クリムゾンハウス

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄
附金歳入

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１４日
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�愛媛県告示第３６１号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� Ｎ－（４－フルオロフェニル）－Ｎ－［１－（２－フェニル

エチル）ピペリジン－４－イル］フラン－２－カルボキシアミ

ド及びその塩類

� Ｎ－エチル－Ｎ－メチルトリプタミン及びその塩類

� （８Ｒ）－Ｎ，Ｎ－ジエチル－６－メチル－１－ペンタノイ

ル－９，１０－ジデヒドロエルゴリン－８－カルボキシアミド及

びその塩類

�愛媛県告示第３５７号
次に掲げる告示は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

� 愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による知事が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県告示第２０１３号）

� 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県告示第７０１

号）

�愛媛県告示第３５８号
愛媛県情報公開条例第３５条第１項の規定による知事が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県告示第２０１２号）の全部を次のように改正す

る。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

� 公益財団法人愛媛県スポーツ振興事業団

� 公益財団法人愛媛県文化振興財団

� 公益財団法人愛媛県国際交流協会

� 公益財団法人えひめ女性財団

� 公益財団法人伊方原子力広報センター

� 公益財団法人えひめ産業振興財団

� 公益財団法人えひめ農林漁業振興機構

� 公益社団法人愛媛県園芸振興基金協会

	 公益財団法人愛媛の森林基金


 公益財団法人えひめ海づくり基金

� 公益財団法人愛媛県動物園協会

� 社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団

�愛媛県告示第３５９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

ＳＢペイメントサービス株式会社 東京都港区海岸一丁目７番１号 電子申請システムを利用した行政手
続に係る手数料等

令和５年４月１日から

令和６年３月３１日まで
令和５年３月３１日

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

ウェルネット株式会社 北海道札幌市中央区大通東十丁目１１
番地４

愛媛県美術館管理規則（令和２年３
月２７日規則第１７号）に規定する使用
料

令和５年４月１日から

令和６年３月３１日まで
令和５年３月３１日



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４０９

��������������

� １－［１－（３－メチルフェニル）シクロヘキシル］ピロリ

ジン及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

令和５年３月２０日

�������
�愛媛県告示第３６２号
令和５年３月１７日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

安 藤 英 利 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲９３６番１ほ
か５筆

７，３７１

桑 原 俊 樹 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲６４１番４ほ
か３６筆

３１，００４

桑 原 矢 一 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲７６７番１ほ
か１８筆

１３，４２１．７６

� 井 聡 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲８２４番ほか
４筆

６，５３１

高 橋 篤 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲８２３番２ほ
か１０筆

１３，０５０

高橋農産株式会
社 愛媛県西条市

愛媛県西条市小松町
新屋敷甲７３８番ほか
２７筆

２９，６１５

� 松 博 重 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲８２６番ほか
２筆

４，８９０

矢 葺 節 雄 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲６３２番２ほ
か１２筆

１０，９２３

黒 川 真 碁 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲９１３番１ほ
か３筆

５，３１９

農事組合法人新
宮 愛媛県西条市

愛媛県西条市小松町
新屋敷甲６３２番１ほ
か２９筆

１８，１９１．９０

� 木 和 成 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲６４８番１ほ
か３５筆

３９，００３

松 尾 豊 愛媛県西条市
愛媛県西条市小松町
新屋敷甲７７７番ほか
４筆

４，５５６

２ 認可年月日

令和５年３月２３日

�������
�愛媛県告示第３６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第３項において

準用する同法第５３条の２第１項の規定に基づき、大澤美敏の次の従

前の土地を非農用地区域内に換地する土地として指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３６４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第３項において

準用する同法第５３条の２第１項の規定に基づき、越智基晴の次の従

前の土地を非農用地区域内に換地する土地として指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６５号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（昭和３３年３月愛媛県告

示第２７６号）の一部を次のように改正する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

所 在 地 番 地 目 地 積

西条市安用 甲４番１ 畑 ３８９㎡のうち３０６㎡

所 在 地 番 地 目 地 積

西条市安用 甲２６５番 田 ８５２㎡のうち４６０㎡

改 正 後 改 正 前

番号
海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域 番号

海岸

名

市町

村

管理

者
延長 区 域

１・２

省略

１・２

省略

１～７３

省略

１～７３

省略
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７４ 伊予

灘沿

岸

磯津

漁港

海岸

磯崎

地区

海岸

八幡

浜市

八幡

浜市

長

省略 ７４ 伊予

灘沿

岸

磯崎

漁港

海岸

保内

町

保内

町長

省略

伊予

灘沿

岸

磯津

漁港

海岸

喜木

津地

区海

岸

八幡

浜市

八幡

浜市

長

省略 ７５ 伊予

灘沿

岸

喜木

津漁

港海

岸

喜木

津地

区海

岸

保内

町

保内

町長

省略

伊予

灘沿

岸

磯津

漁港

海岸

広早

地区

海岸

八幡

浜市

八幡

浜市

長

省略 広早

地区

海岸

保内

町

保内

町長

省略

７５ 廃止

７６～１７０

省略

７６～１７０

省略

１７１ 豊後

水道

東沿

岸柏

崎漁

港海

岸

愛南

町

愛南

町長

２，０

０１メ

ート

ル

省略

基点１は、南宇和郡愛南

町柏崎２７１番２の地点（Ｘ座

標１６７１．０５８、Ｙ座標－９４３２

２．５１６）

省略

基点２０は、基点１９から６８

度００分１０７メートルの地点

基点２１は、基点２０から１８９

度００分５７メートルの地点

基点２２は、基点２１から２４２

度００分６６メートル の地点

省略

１７１ 豊後

水道

東沿

岸柏

崎漁

港海

岸

愛南

町

愛南

町長

２，０

０１メ

ート

ル

省略

基点１は、南宇和郡愛南

町柏崎２７１番２南西角の標柱

標１６７１．０５８、Ｙ座標－９４３２

２．５１６）

省略

基点２０は、基点１９から６８

度００分１４７メートルの地点

基点２１は、基点２０から１５９

度００分４２メートルの地点

基点２２は、基点２１から２４２

度００分１３５メートルの地点

省略

１７２～

１８３

省略

１７２～

１８３

省略
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�愛媛県告示第３６６号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（平成１１年６月愛媛県告示

第９０３号）の一部を次のように改正する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

番号
海岸

名

市町

村

管理

者
区 域 番号

海岸

名

市町

村

管理

者
区 域

１９６ 豊後

水道

東沿

岸

御荘

漁港

海岸

室手

地区

海岸

愛南

町

愛南

町長

基点１から基点６までを順次結

んだ線並びに基点６、補助点３、

補助点２、補助点１及び基点１を

順次結んだ線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の

表示は、真北）

基点１は、基準点（南宇和郡愛

南町御荘菊川３９１３番５の地点（Ｘ

座標８２０．０１３、Ｙ座標－９２８４８．４６

２））から１９４度１９分５３秒８０．５５メ

ートルの地点

基点２は、基点１から５６度００分

００秒３５．００メートルの地点

基点３は、基点２から１４度００分

００秒２５．５０メートルの地点

基点４は、基点３から３５６度３４

分３０秒２１９．００メートルの地点

１９６ 豊後

水道

東沿

岸

御荘

漁港

海岸

室手

地区

海岸

御荘

町

御荘

町長

基点１から基点３までを順次結

んだ線並びに基点３、補助点３、

補助点１及び基点１を順次結んだ

線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の

表示は、真北）

基点１は、南宇和郡御荘町菊川

３９４７番に設置された標柱

基点２は、基点１から１６８度３０

分１１０メートルの地点

基点３は、基点２から１９２度３０

分１１０メートルの地点

補助点３は、基点３から２６７度

００分６０メートルの地点

補助点１は、基点１から２６７度

００分８０メートルの地点

基点５は、基点４から３０３度１２

分００秒７８．００メートルの地点

基点６は、基点５から２０９度１６

分３０秒２２．００メートルの地点

補助点３は、基点６から２１２度

３３分００秒６６．５０メートルの地点

補助点２は、基点４から２３２度

４３分００秒９０．００メートルの地点

補助点１は、基点１から３０５度

００分００秒４７．５０メートルの地点

豊後

水道

東沿

岸

御荘

漁港

海岸

銭坪

地区

海岸

愛南

町

愛南

町長

基点１から基点３０までを順次結

んだ線並びに基点３０、補助点１７、

補助点１６、補助点１５、補助点１４、

補助点１３、補助点１２、補助点１１、

補助点１０、補助点９、補助点８、

補助点７、補助点６、補助点５、

補助点４、補助点３、補助点２、

補助点１及び基点１を順次結んだ

線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の

表示は、真北）

基点１は、基準点（南宇和郡愛

南町御荘菊川２３７１番の地点（Ｘ座

標－２２７２．０２６、Ｙ座標－９１９４５．１６
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５））から９１度０６分１３秒１９７．３５メ

ートルの地点

基点２は、基点１から７８度００分

００秒１５１．００メートルの地点

基点３は、基点２から１４度２０分

００秒９０．００メートルの地点

基点４は、基点３から２９０度００

分００秒４２．５０メートルの地点

基点５は、基点４から２６６度２４

分３０秒２８．５０メートルの地点

基点６は、基点５から２８０度３４

分００秒１１２．００メートルの地点

基点７は、基点６から３００度３４

分００秒６５．００メートルの地点

基点８は、基点７から２６４度００

分００秒８４．００メートルの地点

基点９は、基点８から２０７度１６

分００秒１３．００メートルの地点

基点１０は、基点９から１６７度５０

分００秒１２２．００メートルの地点

基点１１は、基点１０から１８８度４０

分００秒４３．５０メートルの地点

基点１２は、基点１１から２６９度２６

分００秒４４．００メートルの地点

基点１３は、基点１２から２９４度５３

分００秒７４．５０メートルの地点

基点１４は、基点１３から２５９度２４

分３０秒７６．００メートルの地点

基点１５は、基点１４から３３４度３１

分００秒４１．５０メートルの地点

基点１６は、基点１５から２４８度４１

分００秒７６．００メートルの地点

基点１７は、基点１６から３２７度１７

分３０秒５０．５０メートルの地点

基点１８は、基点１７から２３度２７分

００秒７９．５０メートルの地点

基点１９は、基点１８から１１７度１０

分００秒１６４．００メートルの地点

基点２０は、基点１９から５４度０８分

００秒８３．００メートルの地点

基点２１は、基点２０から２９０度４５

分００秒７６．５０メートルの地点

基点２２は、基点２１から２８３度１３

分００秒３８．００メートルの地点

基点２３は、基点２２から３１２度５７

分３０秒３８．５０メートルの地点

基点２４は、基点２３から３４８度２４

分３０秒４６．００メートルの地点

基点２５は、基点２４から５１度４２分

００秒８２．５０メートルの地点

基点２６は、基点２５から３１７度０４

分３０秒５９．００メートルの地点
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基点２７は、基点２６から２４５度５９

分００秒１５５．００メートルの地点

基点２８は、基点２７から２７８度４３

分００秒４６．００メートルの地点

基点２９は、基点２８から２２４度０３

分００秒１２７．００メートルの地点

基点３０は、基点２９から１９１度１７

分００秒７７．５０メートルの地点

補助点１７は、基点３０から１７１度

０２分００秒５８．５０メートルの地点

補助点１６は、基点３０から１２２度

００分３０秒６５．００メートルの地点

補助点１５は、基点２９から１２５度

２７分００秒８４．００メートルの地点

補助点１４は、基点２７から１７７度

４６分００秒７０．５０メートルの地点

補助点１３は、基点１８から３３５度

１０分３０秒４７．００メートルの地点

補助点１２は、基点１８から２４５度

０９分００秒９１．００メートルの地点

補助点１１は、基点１７から２６０度

０５分００秒６５．００メートルの地点

補助点１０は、基点１６から２１１度

３０分００秒６６．５０メートルの地点

補助点９は、基点１１から１４６度

３３分００秒８４．５０メートルの地点

補助点８は、基点１０から１０４度

５５分３０秒６２．５０メートルの地点

補助点７は、基点１０から２６度１４

分００秒７０．５０メートルの地点

補助点６は、基点７から２０１度

１４分３０秒７６．５０メートルの地点

補助点５は、基点６から１９５度

４８分３０秒８９．００メートルの地点

補助点４は、基点５から２０８度

２８分００秒６４．００メートルの地点

補助点３は、基点２から２９８度

１７分００秒８３．５０メートルの地点

補助点２は、基点１から３０３度

２１分００秒６５．５０メートルの地点

補助点１は、基点１から２１５度

００分００秒６１．００メートルの地点

豊後

水道

東沿

岸

御荘

漁港

海岸

平山

地区

海岸

愛南

町

愛南

町長

基点１から基点１７までを順次結

んだ線並びに基点１７、補助点１１、

補助点１０、補助点９、補助点８、

補助点７、補助点６、補助点５、

補助点４、補助点３、補助点２、

補助点１及び基点１を順次結んだ

線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の

表示は、真北）

基点１は、基準点（南宇和郡愛

南町御荘平山７番１の地点（Ｘ座
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標－２７４２．３１４、Ｙ座標－９０６０９．３６

１））から１９４度４２分１４秒９６．１３メ

ートルの地点

基点２は、基点１から３３９度５６

分００秒３０．５０メートルの地点

基点３は、基点２から１４度５３分

３０秒３７．５０メートルの地点

基点４は、基点３から３４４度５７

分００秒２２９．００メートルの地点

基点５は、基点４から４０度１７分

００秒１０３．５０メートルの地点

基点６は、基点５から１２６度３１

分００秒５３．５０メートルの地点

基点７は、基点６から４５度１０分

００秒１３１．５０メートルの地点

基点８は、基点７から１２９度４９

分００秒１０２．００メートルの地点

基点９は、基点８から１８０度３９

分３０秒２３８．００メートルの地点

基点１０は、基点９から１２９度４９

分３０秒８０．５０メートルの地点

基点１１は、基点１０から４１度０７分

３０秒９４．５０メートルの地点

基点１２は、基点１１から１３９度０４

分００秒１７６．００メートルの地点

基点１３は、基点１２から１１０度３１

分００秒７７．００メートルの地点

基点１４は、基点１３から１６３度３２

分３０秒１０５．００メートルの地点

基点１５は、基点１４から１４３度５２

分００秒４８．００メートルの地点

基点１６は、基点１５から１３１度５５

分３０秒３６．００メートルの地点

基点１７は、基点１６から１５５度００

分００秒２６．００メートルの地点

補助点１１は、基点１７から１５９度

５８分３０秒１１０．００メートルの地点

補助点１０は、基点１５から１８８度

２５分３０秒１１６．５０メートルの地点

補助点９は、基点１４から２０９度

４５分００秒１００．００メートルの地点

補助点８は、基点１３から２１８度

２４分３０秒９４．００メートルの地点

補助点７は、基点１１から１７５度

４９分００秒１４３．００メートルの地点

補助点６は、基点１０から１６６度

１８分３０秒１４１．００メートルの地点

補助点５は、基点９から２３９度

４９分００秒９８．５０メートルの地点

補助点４は、基点６から１４３度

２２分３０秒１３０．００メートルの地点

補助点３は、基点４から１１８度

２０分００秒１１７．５０メートルの地点



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４１５

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第３６７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３６８号
特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第３条第５項及び同項において準用する同条第３項の規定により、特定都市河川及

び特定都市河川流域を次のとおり指定する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 特定都市河川

河 川 名
区 間

上 流 端 下 流 端

都 谷 川
左岸 大洲市徳森９２５番２地先

右岸 同市徳森７０９番２地先
矢落川への合流点

古 川
左岸 大洲市若宮字ヲモテヤシキ７５９番２地先

右岸 同市若宮字マンザイ７２７番１地先
都谷川への合流点

野 田 川
左岸 大洲市新谷丁２８７番１地先

右岸 同市新谷丁２８６番５地先
都谷川への合流点

２ 特定都市河川流域

次の図面の赤色枠で囲まれた区域

（図面省略）

当該図面は、愛媛県庁及び大洲土木事務所に備え置いて縦覧に供する。

３ 指定年月日

令和５年４月１日

�愛媛県告示第３６９号
特定都市河川浸水被害対策法施行令（平成１６年政令第１６８号）第９条第２項の規定により、令和５年３月愛媛県告示第３６８号で指定の告示

をした特定都市河川流域における基準降雨を次のとおり定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 基準降雨

降雨波形：中央集中型 ２４時間総雨量：１９６．３�
生起確率：１０年に１度 最大降雨強度（１時間）：５０．３�／ｈ

最大降雨強度（１０分間）：９７．３�／ｈ

時 分
降雨強度

（�／ｈ）
時 分

降雨強度

（�／ｈ）
時 分

降雨強度

（�／ｈ）
時 分

降雨強度

（�／ｈ）

０－１０ ３．０ ０－１０ ４．９ ０－１０ ５９．９ ０－１０ ４．８

１０－２０ ３．０ １０－２０ ５．０ １０－２０ ３７．７ １０－２０ ４．７

補助点２は、基点３から１０２度

２２分００秒９４．５０メートルの地点

補助点１は、基点１から１６０度

００分００秒６５．００メートルの地点

名 称 住所又は事務所の所在地 納 付 の 委 託 を 受 け る
こ と が で き る 歳 入 等

納付の委託を受ける
ことができる 期 間 指定年月日

株式会社エフレジ 大阪府大阪市北区大深町４番２０号
グランフロント大阪タワーＡ

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛
県条例第３号）別表５の表１の項、
２の項、６の項及び６の２の項に
掲げる手数料

令和５年４月１日から
令和６年３月３１日まで 令和５年３月１７日



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４１６

�������
�愛媛県告示第３７０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（衛星合成開口レーダー地盤変動測量）

２ 作業期間 令和５年４月１日から終了を通知するまで

３ 作業地域 愛媛県全域

�������
�愛媛県告示第３７１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（防災対策地域水準測量）

２ 作業期間 令和５年４月１７日から

令和６年２月２８日まで

０
２０－３０ ３．０

６
２０－３０ ５．１

１２
２０－３０ ２８．５

１８
２０－３０ ４．６

３０－４０ ３．１ ３０－４０ ５．２ ３０－４０ ２３．３ ３０－４０ ４．５

４０－５０ ３．１ ４０－５０ ５．３ ４０－５０ １９．９ ４０－５０ ４．４

５０－６０ ３．１ ５０－６０ ５．４ ５０－６０ １７．５ ５０－６０ ４．３

０－１０ ３．２ ０－１０ ５．６ ０－１０ １５．６ ０－１０ ４．３

１０－２０ ３．２ １０－２０ ５．７ １０－２０ １４．２ １０－２０ ４．２

１
２０－３０ ３．２

７
２０－３０ ５．９

１３
２０－３０ １３．１

１９
２０－３０ ４．１

３０－４０ ３．３ ３０－４０ ６．０ ３０－４０ １２．１ ３０－４０ ４．１

４０－５０ ３．３ ４０－５０ ６．２ ４０－５０ １１．３ ４０－５０ ４．０

５０－６０ ３．４ ５０－６０ ６．４ ５０－６０ １０．６ ５０－６０ ４．０

０－１０ ３．４ ０－１０ ６．６ ０－１０ １０．０ ０－１０ ３．９

１０－２０ ３．４ １０－２０ ６．８ １０－２０ ９．５ １０－２０ ３．８

２
２０－３０ ３．５

８
２０－３０ ７．０

１４
２０－３０ ９．０

２０
２０－３０ ３．８

３０－４０ ３．５ ３０－４０ ７．２ ３０－４０ ８．６ ３０－４０ ３．７

４０－５０ ３．６ ４０－５０ ７．５ ４０－５０ ８．３ ４０－５０ ３．７

５０－６０ ３．６ ５０－６０ ７．８ ５０－６０ ７．９ ５０－６０ ３．６

０－１０ ３．７ ０－１０ ８．１ ０－１０ ７．６ ０－１０ ３．６

１０－２０ ３．７ １０－２０ ８．４ １０－２０ ７．４ １０－２０ ３．５

３
２０－３０ ３．８

９
２０－３０ ８．８

１５
２０－３０ ７．１

２１
２０－３０ ３．５

３０－４０ ３．８ ３０－４０ ９．３ ３０－４０ ６．９ ３０－４０ ３．５

４０－５０ ３．９ ４０－５０ ９．８ ４０－５０ ６．７ ４０－５０ ３．４

５０－６０ ３．９ ５０－６０ １０．３ ５０－６０ ６．５ ５０－６０ ３．４

０－１０ ４．０ ０－１０ １１．０ ０－１０ ６．３ ０－１０ ３．３

１０－２０ ４．０ １０－２０ １１．７ １０－２０ ６．１ １０－２０ ３．３

４
２０－３０ ４．１

１０
２０－３０ １２．６

１６
２０－３０ ５．９

２２
２０－３０ ３．３

３０－４０ ４．２ ３０－４０ １３．６ ３０－４０ ５．８ ３０－４０ ３．２

４０－５０ ４．２ ４０－５０ １４．９ ４０－５０ ５．６ ４０－５０ ３．２

５０－６０ ４．３ ５０－６０ １６．５ ５０－６０ ５．５ ５０－６０ ３．２

０－１０ ４．４ ０－１０ １８．６ ０－１０ ５．４ ０－１０ ３．１

１０－２０ ４．５ １０－２０ ２１．４ １０－２０ ５．３ １０－２０ ３．１

５
２０－３０ ４．５

１１
２０－３０ ２５．６

１７
２０－３０ ５．２

２３
２０－３０ ３．１

３０－４０ ４．６ ３０－４０ ３２．３ ３０－４０ ５．０ ３０－４０ ３．０

４０－５０ ４．７ ４０－５０ ４５．８ ４０－５０ ４．９ ４０－５０ ３．０

５０－６０ ４．８ ５０－６０ ９７．３ ５０－６０ ４．８ ５０－６０ ３．０

２ 指定年月日

令和５年４月１日
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３ 作業地域 新居浜市、四国中央市

�������
�愛媛県告示第３７２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和５年１月２４日から

８月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県西条市

�������
�愛媛県告示第３７３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（用地測量）

２ 作業期間 令和５年３月１日から

８月３１日まで

３ 作業地域 上浮穴郡�万高原町

�������
�愛媛県告示第３７４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（水準測量、ＧＮＳＳ測量）

２ 作業期間 令和４年１０月１７日から

令和５年２月２８日まで

３ 作業地域 （水準測量）

八幡浜市、西予市、宇和島市

（ＧＮＳＳ測量）

松山市、今治市、宇和島市、西条市、伊予市、東

温市、上浮穴郡�万高原町、伊予郡松前町、伊予
郡砥部町

�������
�愛媛県告示第３７５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、四国中央市長から次のとおり公共測量

が終了した旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（空中写真撮影、写真地図作成）

２ 作業期間 令和４年８月３日から

令和５年３月２日まで

３ 作業地域 四国中央市内一円

�愛媛県告示第３７６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、道前平野農地整備事業所長から次のと

おり公共測量が終了した旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 令和４年８月８日から

令和５年２月２８日まで

３ 作業地域 愛媛県西条市北条地内

�������
�愛媛県告示第３７７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、宇和島市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（数値地形図作成）

２ 作業期間 令和４年１１月１日から

令和５年３月１７日まで

３ 作業地域 宇和島市大浦

�������
�愛媛県告示第３７８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区日本橋二丁目７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

� ＬＡＤ－１９ Ｔ－７Ａ

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３７号 ハ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 アジピン酸水溶液１日当たり６０トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間
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� ＬＡＤ－２０ Ｔ－７Ｂ

� ５３Ｄ－８０７Ａ

� Ｔ２０２

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２４号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 ガス１時間当たり１５，０００ノルマル立方メ
ートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手３か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ３～８

最大 ２～９

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ロ 分離施設

特 定 施 設 の 能 力 回収蒸気１日当たり５００トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ８～１０

最大 ８～１０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７０

最大 １４０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ４００

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８０

最大 ３８０

備考 特定施設の汚水等は、酸素曝気式活性汚泥処理施設（ＯＢＴ）へ送液
する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３７号 ハ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 アジピン酸水溶液１日当たり６０トン処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２～３

最大 ２～３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９

最大 ９

備考 特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２～３

最大 ２～３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，０００

最大 １，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１未満

最大 ０．０１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９

最大 ９

備考 特定施設の汚水等は、新居浜総合排水処理施設（ＮＢＴ）へ送液する。
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素曝気式活性汚泥処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６．２

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ７０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．４

最大 １００．０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６１

最大 ３．００

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処理施設の種類及び型式 中和、酸素曝気式活性汚泥、凝集・沈殿

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酸素曝気式活性汚泥処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．０～１２．０

最大 ８．０～１２．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６２３．０

最大 １，１６２．６

通常 １２３．５

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３９．３

最大 ８８１．５

通常 １７．５

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，００７．４

最大 １，５００．２

通常 １８３．６

最大 ２１２．３

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．４

最大 ３１．９

通常 ２．１

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，８５４

最大 １０，４７２

通常 ８，８５４

最大 １０，４７２

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処理施設の種類及び型式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 散気式活性汚泥処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５２１．４

最大 １，２４２．１

通常 １０８．１

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９５．０

最大 ８６２．１

通常 ２４．３

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５２１．２

最大 ７１７．６

通常 ２１０．３

最大 ２４０．９

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６．０

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，６９１

最大 ２１，４６９

通常 １７，６９１

最大 ２１，４６９

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．４

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２５

最大 １，２００

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 １５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６００

最大 ７００
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� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第３７９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋５丁目１１番３号

代表取締役 野崎 明

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山新居浜工場

新居浜市磯浦町１６番９号

３ 特定施設に関する事項

� 本焼�１スクラバー

� 本焼�２スクラバー

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 ル 湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 風量１分当たり１５５立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和５年７月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工９か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７５０

最大 １，５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 １７

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７５０

最大 １，５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 １７

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号 ル 湿式集じん施設

特 定 施 設 の 能 力 風量１分当たり１５５立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和５年７月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工９か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５１，２６０

最大 ３３５，２３５
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� 本焼�３スクラバー

� 本焼�４スクラバー

� リチウム乾燥�１スクラバー

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１汚水処理施設

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７５０

最大 １，５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 １７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 ル 湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 風量１分当たり１５５立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和５年７月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工９か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７５０

最大 １，５００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 １７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 ル 湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 風量１分当たり１５５立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和５年７月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工９か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号 ル 湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 風量１分当たり９０立方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 令和５年９月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工７か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５０

最大 ９００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８

最大 ２２

工 事 着 手 予 定 年 月 日 令和５年５月１日

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着工１１か月後
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１工場排水口

�������
�愛媛県告示第３８１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和５年３月２２日

３ 指定道路の位置

四国中央市土居町蕪崎６３４番の一部及び６３５番の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２６．００メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�愛媛県告示第３８２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和５年３月３１日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第３８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．３

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．４

最大 １０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，３５０

最大 １，７００

備考 この他に、雨水排水口が１箇所ある。

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４００

最大 ５００

通常 ４００

最大 ５００

使 用 開 始 予 定 年 月 日 令和６年４月１日

処理施設の種類及び型式 物理化学的処理

処 理 施 設 の 構 造 ＳＵＳ、ＳＳ、ＦＲＰ、ポリプロピレン
製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４０メートル 横２６メートル
高さ１２メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，２００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、ろ過方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ４～１２

最大 ４～１２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３０

最大 ２５０

通常 １５

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １２

通常 ８

最大 １２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９４号
西条市中野字楠甲７７５番５から

同字甲７６１番５まで
令和５年３月３１日
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１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和５年３月２４日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字前砂古１９１０番１の一部及び１９１０番１地先水

路

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．７３メートル

� 幅員 ４．５０メートル

�������
�愛媛県告示第３８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西予市明浜町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和５年３月３１日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

�愛媛県告示第３８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山東部環状線
松山市安城寺町６６７番１から

同町７１０番４まで

旧 ６．５～６．９ ０．１８２

新 １２．０～１３．０ ０．１８２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 皿ヶ嶺公園滑川線
東温市滑川字梅藪甲２０２番から

同市滑川字程野甲６４３番１地先まで
令和５年３月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 皿ヶ嶺公園滑川線
東温市滑川字弥助成甲２３６５番４から

同字甲２５００番１まで

旧 ３．９～５．６ ０．１６５

新 ３．９～４８．７ ０．１６５

〃 篠 川 � 詩 西予市明浜町俵津２番耕地８５８番地第８

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 中 村 重 男 西予市明浜町俵津３番耕地１４６番地第１４

〃 宇都宮 凡 平 西予市明浜町俵津５番耕地６３番地第１

〃 前 田 金 治 西予市明浜町渡江１８６番地

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 兵 頭 岩 雄 西予市明浜町狩浜２番耕地２５番地

〃 森 川 嘉 則 西予市明浜町狩浜３番耕地２１７番地第１

〃 中 田 信 茂 西予市明浜町高山甲１４３１番地

〃 � 田 増 人 西予市明浜町高山甲１３２２番地

〃 遠 藤 昭 作 西予市明浜町宮野浦甲１０８４番地

〃 土 居 賢 一 西予市明浜町宮野浦甲１０３９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 川 上 吉 嗣 西予市明浜町高山甲１３８０番地
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退 任

�愛媛県告示第３８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 宇都宮 凡 平 西予市明浜町俵津５番耕地６３番地第１

〃 前 田 金 治 西予市明浜町渡江１８６番地

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 兵 頭 岩 雄 西予市明浜町狩浜２番耕地２５番地

〃 森 川 嘉 則 西予市明浜町狩浜３番耕地２１７番地第１

〃 中 田 信 茂 西予市明浜町高山甲１４３１番地

〃 � 田 増 人 西予市明浜町高山甲１３２２番地

〃 遠 藤 昭 作 西予市明浜町宮野浦甲１０８４番地

〃 土 居 賢 一 西予市明浜町宮野浦甲１０３９番地

〃 土 居 與 次 西予市明浜町田之浜甲８３４番地

〃 二 宮 金 治 西予市明浜町田之浜甲７６８番地第１

〃 平 田 與 輝 西予市明浜町宮野浦甲１０８６番地第２

監 事 道 山 升 文 西予市明浜町高山甲３２７１番地第２

〃 稲 葉 一 也 西予市明浜町狩浜２番耕地１９６０番地

〃 中 村 � 西予市明浜町俵津１番耕地５１１番地第１

〃 土 居 與 次 西予市明浜町田之浜甲８３４番地

〃 宇都宮 正 志 西予市明浜町田之浜甲１２４２番地

〃 平 田 與 輝 西予市明浜町宮野浦甲１０８６番地第２

監 事 道 山 升 文 西予市明浜町高山甲３２７１番地第２

〃 稲 葉 一 也 西予市明浜町狩浜２番耕地１９６０番地

〃 大 中 規 至 西予市明浜町田之浜甲１２９８番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 川 上 吉 嗣 西予市明浜町高山甲１３８０番地

〃 篠 川 � 詩 西予市明浜町俵津２番耕地８５８番地第８

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 中 村 重 男 西予市明浜町俵津３番耕地１４６番地第１４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 後柿之浦線

宇和島市津島町柿之浦字フカアジロ乙２－２地先 旧 ４．７～６．９ ０．１００

宇和島市津島町柿之浦字フカアジロ乙２－１ 新 １２．１～３０．０ ０．０８０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
宇和島市津島町成４６４－２から

同町成４６４－５まで
令和５年３月３１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線 喜多郡内子町北表乙３６８番１６ 令和５年３月３１日
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訓 令

�愛媛県告示第３９０号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和野村線

西予市宇和町稲生２１６番２から

同町稲生５０６番地先まで
旧 ９．９～１１．６ ０．０７１

西予市宇和町稲生２１６番２から

同町稲生５０６番地先まで
新 １０．０～１２．７ ０．０７１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和野村線
西予市宇和町稲生２１６番２から

同町稲生５０６番地先まで
令和５年３月３１日

改 正 後 改 正 前

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

（所長の専決事項）

第５条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略
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（愛媛県立衛生環境研究所処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所処務規程（昭和２８年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県研修所規程の一部改正）

第３条 愛媛県研修所規程（昭和３０年愛媛県訓令第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第２２号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第２０号の規定にかかわらず、四国中央市の区域における同

号の事項は、西条保健所長が専決する。

改 正 後 改 正 前

（専決処理）

第４条 所長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（専決処理）

第４条 所長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第６条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

（専決事項）

第６条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。
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（愛媛県計量検定所処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県計量検定所処務規程（昭和３３年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県県立産業技術専門校処務規程の一部改正）

第５条 愛媛県県立産業技術専門校処務規程（昭和３３年愛媛県訓令第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県産業技術研究所処務規程の一部改正）

第６条 愛媛県産業技術研究所処務規程（昭和３６年愛媛県訓令第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（所長の専決事項）

第３条 所長は、次に掲げる事項について専決することができる。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

 省略

（所長の専決事項）

第３条 所長は、次に掲げる事項について専決することができる。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～	 省略


 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決）

第４条 校長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決）

第４条 校長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４２８

（愛媛県大阪事務所処務規程の一部改正）

第７条 愛媛県大阪事務所処務規程（昭和３９年愛媛県訓令第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立さつき寮処務規程の一部改正）

第８条 愛媛県立さつき寮処務規程（昭和３９年愛媛県訓令第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 省略

（他の訓令の準用）

第７条 研究所の事務処理については、この訓令及び第４条第１項

第１０号の処務細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９

年愛媛県訓令第５号）の例による。

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

（他の訓令の準用）

第７条 研究所の事務処理については、この訓令及び第４条第８号

の処務細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９

年愛媛県訓令第５号）の例による。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 所長は、次に掲げる事項を専決する。ただし、第３号及び

第５号に掲げる事項のうち、異例又は重要と認められるものにつ

いては、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（他の規程の準用）

第６条 事務所の事務処理については、この規程及び第３条第１１号

に規定する処務細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和

２９年愛媛県訓令第５号）の例による。

（専決事項）

第３条 所長は、次に掲げる事項を専決する。ただし、第３号及び

第５号に掲げる事項のうち、異例又は重要と認められるものにつ

いては、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（他の規程の準用）

第６条 事務所の事務処理については、この規程及び第３条第９号

に規定する処務細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和

２９年愛媛県訓令第５号）の例による。



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４２９

（愛媛県家畜保健衛生所処務規程の一部改正）

第９条 愛媛県家畜保健衛生所処務規程（昭和４０年愛媛県訓令第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県労働委員会事務局処務規程の一部改正）

第１０条 愛媛県労働委員会事務局処務規程（昭和４１年愛媛県訓令第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 寮長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

（他の規程の準用）

第５条 事務処理については、この規程及び第３条第１０号の処務細

則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第

５号）の例による。

（専決事項）

第３条 寮長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（他の規程の準用）

第５条 事務処理については、この規程及び第３条第８号の処務細

則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第

５号）の例による。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第５条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

（専決事項）

第５条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ地方

局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（事務局長の専決） （事務局長の専決）



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４３０

（愛媛県東京事務所処務規程の一部改正）

第１１条 愛媛県東京事務所処務規程（昭和４２年愛媛県訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立えひめ学園処務規程の一部改正）

第１２条 愛媛県立えひめ学園処務規程（昭和４５年愛媛県訓令第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第４条 事務局長は、次の事項を専決処理することができる。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の提供等に関すること。

� 省略

第４条 事務局長は、次の事項を専決処理することができる。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決する。ただし、第３号及び

第５号に掲げる事項のうち、異例又は重要と認められるものにつ

いては、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

２ 前項の規定は、プラザについて準用する。この場合において、

同項中「所長は」とあるのは「プラザの所長は」と、「知事」と

あるのは「所長」と、同項第８号中「東京都外出張を含む」とあ

るのは「東京都外出張を除く」と読み替えるものとする。

（他の規程の準用）

第７条 事務所の処務については、この訓令及び第４条第１項第１１

号（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する処務

細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令

第５号）の例による。

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決する。ただし、第３号及び

第５号に掲げる事項のうち、異例又は重要と認められるものにつ

いては、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 前項の規定は、プラザについて準用する。この場合において、

同項中「所長は」とあるのは「プラザの所長は」と、「知事」と

あるのは「所長」と、同項第６号中「東京都外出張を含む」とあ

るのは「東京都外出張を除く」と読み替えるものとする。

（他の規程の準用）

第７条 事務所の処務については、この訓令及び第４条第１項第９

号（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する処務

細則に定めるもののほか、愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令

第５号）の例による。

改 正 後 改 正 前

（専決）

第５条 園長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

（専決）

第５条 園長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知

事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４３１

（愛媛県立農業大学校処務規程の一部改正）

第１３条 愛媛県立農業大学校処務規程（昭和４６年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県病害虫防除所処務規程の一部改正）

第１４条 愛媛県病害虫防除所処務規程（昭和４６年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 校長は、次に掲げる事務を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

２ 省略

（専決事項）

第４条 校長は、次に掲げる事務を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 所長は、次 に掲げる事項を専決することができる。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

（専決事項）

第３条 所長は、次の各号に掲げる事項を専決することができる。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４３２

（愛媛県消費生活センター処務規程の一部改正）

第１５条 愛媛県消費生活センター処務規程（昭和４７年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県心と体の健康センター処務規程の一部改正）

第１６条 愛媛県心と体の健康センター処務規程（昭和４７年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（専決事項）

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決）

第３条 所長は、次の事項について専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決）

第３条 所長は、次の事項について専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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（愛媛県農林水産研究所処務規程の一部改正）

第１７条 愛媛県農林水産研究所処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１８条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次 に掲げるとおりと

する。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あら

かじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次の各号に掲げるとおりと

する。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あら

かじめ知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

１～３

省略

１～３

省略

４ 個人

情報の

保護に

関する

１ 事業者の支援に関すること

（第１３条）。

○ ４ 個人

情報の

保護に

関する

１ 事業者の支援に関すること

（第１２条）。

○

２ 個人情報取扱事業者、仮名加

工情報取扱事業者、匿名加工情

２ 個人情報取扱事業者及び名加

工情報取扱事業者、匿名加工情
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法律の

施行に

関する

事務

報取扱事業者及び個人関連情報

取扱事業者に関すること。

法律の

施行に

関する

事務

報取扱事業者及び個人関連情報

取扱事業者に関すること。

� 報告の徴収及び立入検査

（第１４６条第１項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第４０条第１項）

○

� 個人情報保護委員会への報

告（個人情報の保護に関する

法律施行令第４０条第３項 ）

○ � 個人情報保護委員会への報

告（個人情報の保護に関する

法律施行令（第２１条第３項）

○

３ 個人情報ファイル簿の作成及

び公表（第７５条第１項）

○

４ 保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止の請求に対する決定

（第８２条、第８６条第３項、第９３

条、第１０１条）

○

５ 保有個人情報の開示及び訂正

の請求に係る事案の移送（第８５

条第１項、第９６条第１項）

○

６ 保有個人情報の開示の請求に

対する決定に係る第三者の意見

の 聴 取（第８６条 第１項、第２

項）

○

７ 保有個人情報の提供先への通

知（第９７条）

○

８ 保有個人情報の開示の請求等

に対する決定に係る審査請求に

関すること。

� 愛媛県情報公開・個人情報

保護審査会への諮問等（第１０５

条）

○

� 第三者に対する通知（第８６

条第３項、第１０７条第１項）

○

９ 行政機関等匿名加工情報の作

成（第１０９条第１項）

○

１０ 個人情報取扱事務の登録及び

その抹消（個人情報の保護に関

する法律施行条例第３条第２

項、第５項）

○

１１ 保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止の請求に対する決定

に係る期間の延長等（個人情報

の保護に関する法律施行条例第

４条第２項、第５条、第７条第

２項、第８条、第９条第２項、

第１０条）

○

５ 愛媛

県個人

情報保

護条例

の施行

に関す

る事務

１ 個人情報取扱事務の登録及び

その抹消（第７条第２項、第５

項）

○

２ 愛媛県情報公開・個人情報保

護審査会の意見の聴取（第７条

第３項第４号、第８条第２項第

７号、第３項第３号、第９条第

○
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６号、第１２条第２項第４号）

３ 個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定（第

２３条、第２７条第３項、第３４条、

第４２条）

○

４ 個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定に係

る期間の延長等（第２４条第２

項、第２５条、第３５条第２項、第

３６条、第４２条）

○

５ 個人情報の開示及び訂正の請

求に係る事案の移送（第２６条第

１項、第３７条第１項）

○

６ 個人情報の開示の請求に対す

る決定に係る第三者の意見の聴

取（第２７条第１項、第２項）

○

７ 口頭により開示請求ができる

個人情報の決定（第２９条第１

項）

○

８ 個人情報の提供先への通知

（第３８条）

○

９ 個人情報の開示の請求等に対

する決定に係る審査請求に関す

ること。

� 愛媛県情報公開・個人情報

保護審査会への諮問等（第４５

条、第４６条）

○

� 第三者に対する通知（第２７

条第３項、第４８条）

○

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

１０ 省略 １１ 省略

１１ 省略 １２ 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 省略 １５ 省略

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 省略 ２１ 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略
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２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

２６ 省略 ２７ 省略

備考 １ 室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は、「室長」とする。

� 省略

� ５の部３の項�、７の項及び１５の項�

� ６の部２の項�及び３の項

� ７の部９の項

� ８の部２の項�、３の項�及び４の項�

� １０の部１の項�から�まで、�から�まで、	、


から�まで、�及び並び に２の 項�か ら�ま

で、�、	及び�

� ２１の部２の項及び４の項から７の項まで

� ２４の部１の項

� ２５の部１の項�及び�

� ２６の部１の項�ア

２ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の服務に関

する事務に係るこの表５の部５の項�及び６の項の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」と

あるのは、「営業統括部長」とする。

３ 営業主幹の職にある者の服務に関する事務に係るこ

の表５の部７の項の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「課長」とあるのは、「営業本部マネージ

ャー」とする。

４ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の営利企業

等の従事許可等に関する事務に係るこの表５の部８の

項�及び非常勤の消防団員との兼職の承認に関する事

務に係る同部９の項�の規定の適用については、同表

決裁区分の欄中「部長」とあるのは、「経済労働部

長」とする。

５ 企画振興部政策企画局秘書課及び広報広聴課に属す

る事務並びに県民環境部防災局に属する事務に係る次

に掲げるこの表の規定の適用については、企画振興部

政策企画局秘書課及び広報広聴課に属する事務にあつ

ては同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは「秘書広

報統括監」と、県民環境部防災局に属する事務にあつ

ては同欄中「部長」とあるのは「防災安全統括部長」

とする。

�・� 省略

� ４の部８の項�

� ５の部５の項�、６の項、１１の項�及び１４の項

� ６の部２の項�、�及び�

� ７の部２の項�イ及び�イ、４の項、８の項、１０

の項並びに１１の項

� ８の部２の項�、３の項�及び４の項�

� ９の部１の項、７の項�、８の項�及び９の項�

� １０の部１の項�、�、�から�まで、�及び�、

備考 １ 室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は、「室長」とする。

� 省略

� ６の部３の項�、７の項及び１５の項�

� ７の部２の項�及び３の項

� ８の部９の項

� ９の部２の項�、３の項�及び４の項�

� １１の部１の項�から�まで、�から�まで、	、


から�まで、�及び並び に２の 項�か ら�ま

で、�、	及び�

� ２２の部２の項及び４の項から７の項まで

� ２５の部１の項

� ２６の部１の項�及び�

� ２７の部１の項�ア

２ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の服務に関

する事務に係るこの表６の部５の項�及び６の項の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」と

あるのは、「営業統括部長」とする。

３ 営業主幹の職にある者の服務に関する事務に係るこ

の表６の部７の項の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「課長」とあるのは、「営業本部マネージ

ャー」とする。

４ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の営利企業

等の従事許可等に関する事務に係るこの表６の部８の

項�及び非常勤の消防団員との兼職の承認に関する事

務に係る同部９の項�の規定の適用については、同表

決裁区分の欄中「部長」とあるのは、「経済労働部

長」とする。

５ 企画振興部政策企画局秘書課及び広報広聴課に属す

る事務並びに県民環境部防災局に属する事務に係る次

に掲げるこの表の規定の適用については、企画振興部

政策企画局秘書課及び広報広聴課に属する事務にあつ

ては同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは「秘書広

報統括監」と、県民環境部防災局に属する事務にあつ

ては同欄中「部長」とあるのは「防災安全統括部長」

とする。

�・� 省略

� ５の部２の項、７の項及び９の項�

� ６の部５の項�、６の項、１１の項�及び１４の項

� ７の部２の項�、�及び�

� ８の部２の項�イ及び�イ、４の項、８の項、１０

の項並びに１１の項

� ９の部２の項�、３の項�及び４の項�

� １０の部１の項、７の項�、８の項�及び９の項�

� １１の部１の項�、�、�から�まで、�及び�、
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２の項�、�から�まで及び�並びに３の項

� １１の部２の項から９の項まで、１２の項から２４の項

まで及び３３の項

� １２の部

� １３の部１の項�、２の項�並びに４の項�イ、�

イ、�イ、	ア、
イ及び�イ

� １４の部１の項�

� １６の 部１の 項�イ、�イ 及 び�、２の 項�及 び

	、３の 項�イ、�イ 及 び�、４の 項�ア 及 び�

イ、５の項並びに７の項�、�及び	

 １８の部１の項�

� ２２の部

� ２３の部１の項�

� ２５の部１の項�

� ２６の部１の項�ア

６ 感染症対策調整監の担任事務に係るこの表２の部９

の項、１２の項�及び１５の項�、８の部２の項�、３の

項�及び４の項�、２３の部１の項�並びに２６の部１の

項�アの規定の適用については、同表決裁区分の欄中

「課長」とあるのは、「感染症対策調整監」とする。

７ 省略

８ この表５の部１３の項（臨時補助員の任免に係るもの

に限る。）、１６の項、１７の項及び１９の項の適用につい

ては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、「幹

事課の長」とする。

９ 省略

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

２の項�、�から�まで及び�並びに３の項

� １２の部２の項から９の項まで、１２の項から２４の項

まで及び３３の項

� １３の部

� １４の部１の項�、２の項�並びに４の項�イ、�

イ、�イ、	ア、
イ及び�イ

� １５の部１の項�

� １７の 部１の 項�イ、�イ 及 び�、２の 項�及 び

	、３の 項�イ、�イ 及 び�、４の 項�ア 及 び�

イ、５の項並びに７の項�、�及び	

 １９の部１の項�

� ２３の部

� ２４の部１の項�

� ２６の部１の項�

� ２７の部１の項�ア

６ 感染症対策調整監の担任事務に係るこの表２の部９

の項、１２の項�及び１５の項�、９の部２の項�、３の

項�及び４の項�、２４の部１の項�並びに２７の部１の

項�アの規定の適用については、同表決裁区分の欄中

「課長」とあるのは、「感染症対策調整監」とする。

７ 省略

８ この表６の部１３の項（臨時補助員の任免に係るもの

に限る。）、１６の項、１７の項及び１９の項の適用につい

ては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、「幹

事課の長」とする。

９ 省略

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

知

事

専決者

秘

書

広

報

統

括

監

局

長

課

長

主

幹

秘

書

広

報

統

括

監

局

長

課

長

主

幹

広

報

広

聴

課

１～５

省略

広

報

広

聴

課

１～５

省略

６ 個人

情報保

護に関

する事

務の総

括に関

する事

務

１～４ 省略 ６ 個人

情報保

護に関

する事

務の総

括に関

する事

務

１～４ 省略

５ 住民の支援に関すること

（個人情報の保護に関する法

律（以下この部において

「法」という。）第１３条）。

○ ５ 住民の支援に関すること

（個人情報の保護に関する法

律第１２条この部において

「法」という。）第１３条）。

○

６ 個人情報保護委員会等への

報告（法第６８条）

○

７ 行政機関等匿名加工情報の

利用に関すること。

� 事業の提案の募集（法第

１１１条）

○



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４３８

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第１９条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 事業の提案の審査（法第

１１４条、第１１８条第２項）

○

� 契約の締結及び解除（法

第１１５条、第１１８条第２項、

第１２０条）

○

８ 勧告に基づく措置の報告

（法第１５９条）

○

９ 施行の状況の報告（法第

１６５条第１項）

○

１０ 個人情報保護委員会に対す

る助言の要求（法第１６６条第

１項）

○

１１ 省略 ６ 省略

７～９

省略

７～９

省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

１・２

省略

１・２

省略

３ 個人

情報の

保護に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 個人情報ファイル簿の作成及び公

表（第７５条第１項）

○ ３ 愛媛

県個人

情報保

護条例

の施行

に関す

る事務

１ 個人情報取扱事務の登録及びその

抹消（第７条第２項、第５項）

○

２ 保有個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定（第８２

条、第８６条第３項、第９３条、第１０１

条）

○ ２ 個人情報の開示、訂正及び利用停

止の請求に対する決定（第２３条、第

２７条第３項、第３４条、第４２条）

○

３ 保有個人情報の開示及び訂正の請

求に係る事案の移送（第８５条第１

項、第９６条第１項）

○ ３ 個人情報の開示、訂正及び利用停

止の請求に対する決定に係る期間の

延長等（第２４条第２項、第２５条、第

３５条第２項、第３６条、第４２条）

○

４ 保有個人情報の開示の請求に対す

る決定に係る第三者の意見の聴取

（第８６条第１項、第２項）

○ ４ 個人情報の開示及び訂正の請求に

係る事案の移送（第２６条第１項、第

３７条第１項）

○

５ 保有個人情報の提供先への通知

（第９７条）

○ ５ 個人情報の開示の請求に対する決

定に係る第三者の意見の聴取（第２７

条第１項、第２項）

○

６ 行政機関等匿名加工情報の作成

（第１０９条第１項）

○ ６ 口頭により開示請求ができる個人

情報の決定（第２９条第１項）

○



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４３９

７ 個人情報取扱事務の登録及びその

抹消（個人情報の保護に関する法律

施行条例第３条第２項、第５項）

○ ７ 個人情報の提供先への通知（第３８

条）

○

８ 保有個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定に係る期

間の延長等（個人情報の保護に関す

る法律施行条例第４条第２項、第５

条、第７条第２項、第８条、第９条

第２項、第１０条）

○

４～１２

省略

４～１２

省略

備考 １ 出納室におけるこの表２の部１の項から４の項ま

で、３の部２の項から５の項まで、７の項及び８の項

並びに９の部７の項�の適用については、同表決裁区

分の欄中「部長」とあるのは、「出納室長」とする。

２～９ 省略

１０ 支局長の専決処理すべき事務に係る次に掲げるこの

表の規定の適用については、同表決裁区分の欄中「部

長」とあるのは、「支局長」とする。

�・� 省略

� ３の部２の項から５の項まで、７の項及び８の項

�・� 省略

１１ 省略

別表第６（第４条関係）

土木事務所長及びダム管理事務所長の権限に属する事務に係る

一般共通決裁事項

備考 １ 出納室におけるこの表２の部１の項から４の項ま

で、３の部１の項から５の項まで及び７の項

並びに９の部７の項�の適用については、同表決裁区

分の欄中「部長」とあるのは、「出納室長」とする。

２～９ 省略

１０ 支局長の専決処理すべき事務に係る次に掲げるこの

表の規定の適用については、同表決裁区分の欄中「部

長」とあるのは、「支局長」とする。

�・� 省略

� ３の部１の項から５の項まで及び７の項

�・� 省略

１１ 省略

別表第６（第４条関係）

土木事務所長及びダム管理事務所長の権限に属する事務に係る

一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

専決者
所

長

専決者

課

長

主

幹

課

長

主

幹

１・２

省略

１・２

省略

３ 個人

情報の

保護に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 個人情報ファイル簿の作成及び公

表（第７５条第１項）

○ ３ 愛媛

県個人

情報保

護条例

の施行

に関す

る事務

１ 個人情報取扱事務の登録及びその

抹消（第７条第２項、第４項）

○

２ 保有個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定（第８２

条、第８６条 第３項、第９３条、第１０１

条）

○ ２ 個人情報の開示、訂正及び利用停

止の請求に対する決定（第２３条、第

２７条第３項、第３４条、第４２条）

○

３ 保有個人情報の開示及び訂正の請

求に係る事案の移送（第８５条第１

項、第９６条第１項）

○ ３ 個人情報の開示、訂正及び利用停

止の請求に対する決定に係る期間の

延長等（第２４条第２項、第２５条、第

３５条第２項、第３６条、第４２条）

○

４ 保有個人情報の開示の請求に対す

る決定に係る第三者の意見の聴取

（第８６条第１項、第２項）

○ ４ 個人情報の開示及び訂正の請求に

係る事案の移送（第２６条第１項、第

３７条第１項）

○

５ 保有個人情報の提供先への通知

（第９７条）

○ ５ 個人情報の開示の請求に対する決

定に係る第三者の意見の聴取（第２７

条第１項、第２項）

○

６ 行政機関等匿名加工情報の作成

（第１０９条第１項）

○ ６ 個人情報の提供先への通知（第３８

条）

○



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４０

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２０条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

７ 個人情報取扱事務の登録及びその

抹消（個人情報の保護に関する法律

施行条例第３条第２項、第５項）

○

８ 保有個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定に係る期

間の延長等（個人情報の保護に関す

る法律施行条例第４条第２項、第５

条、第７条第２項、第８条、第９条

第２項、第１０条）

○

４～９

省略

４～９

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長の専決事項）

第１４条 地方局長の専決処理すべき事項のうち、各部共通の事項

は、次に掲げるとおりとする。

�～�の４ 省略

�の５ 局内各課室の保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に

関すること（保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に

対する決定又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求

に関するものを除く。）

�の６ 局内各課室の個人情報ファイル簿の作成及び公表に関す

ること。

�の７ 局内各課室の行政機関等匿名加工情報の作成に関するこ

と。

�～� 省略

２～９ 省略

（支局長の専決事項）

第１５条 次項及び第３項に定めるもののほか、支局長の専決処理す

べき事項は、次に掲げるとおりとする。ただし、異例又は重要と

認められるものについては、あらかじめ地方局長の承認を受けな

ければならない。

�～� 省略

� 総務県民室及び税務室の保有個人情報の開示、訂正及び利用

停止に関すること（保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の

請求に対する決定又はこれらの請求に係る不作為についての審

査請求に関するものを除く。）

� 総務県民室及び税務室の個人情報ファイル簿の作成及び公表

に関すること。

� 総務県民室及び税務室の行政機関等匿名加工情報の作成に関

すること。

� 省略

２・３ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

（地方局長の専決事項）

第１４条 地方局長の専決処理すべき事項のうち、各部共通の事項

は、次に掲げるとおりとする。

�～�の４ 省略

�の５ 局内各課室の個人情報 の開示、訂正及び利用停止に

関すること（個人情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に

対する決定又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求

に関するものを除く。）

�～� 省略

２～９ 省略

（支局長の専決事項）

第１５条 次項及び第３項に定めるもののほか、支局長の専決処理す

べき事項は、次に掲げるとおりとする。ただし、異例又は重要と

認められるものについては、あらかじめ地方局長の承認を受けな

ければならない。

�～� 省略

� 総務県民室及び税務室の個人情報 の開示、訂正及び利用

停止に関すること（個人情報 の開示、訂正及び利用停止の

請求に対する決定又はこれらの請求に係る不作為についての審

査請求に関するものを除く。）

� 省略

２・３ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４１

（愛媛県地方局県民情報室規程の一部改正）

第２１条 愛媛県地方局県民情報室規程（平成５年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県食肉衛生検査センター処務規程の一部改正）

第２２条 愛媛県食肉衛生検査センター処務規程（平成１４年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�～�の４ 省略

�の５ 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること

（保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定

又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求に関するも

のを除く。）

�の６ 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

�の６の２ 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

�の７～�の１６ 省略

２・３ 省略

４ ダム管理事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおり

とする。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あ

らかじめ所轄の地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の３ 省略

�の４ 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること

（保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定

又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求に関するも

のを除く。）

�の５ 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

�の６ 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

�・� 省略

�～�の４ 省略

�の５ 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること

（個人情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定

又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求に関するも

のを除く。）

�の６ 削除

�の７～�の１６ 省略

２・３ 省略

４ ダム管理事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおり

とする。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あ

らかじめ所轄の地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の３ 省略

�の４ 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること

（個人情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定

又はこれらの請求に係る不作為についての審査請求に関するも

のを除く。）

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

（任務）

第３条 地方局県民情報室は、次に掲げる事務を処理する。

�・� 省略

� 公文書の公開及び保有個人情報の開示等に係る窓口事務に関

すること。

� 省略

（任務）

第３条 地方局県民情報室は、次に掲げる事務を処理する。

�・� 省略

� 公文書の公開及び個人情報 の開示等に係る窓口事務に関

すること。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４２

（愛媛県動物愛護センター処務規程の一部改正）

第２３条 愛媛県動物愛護センター処務規程（平成１４年愛媛県訓令第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立子ども療育センター処務規程の一部改正）

第２４条 愛媛県立子ども療育センター処務規程（平成１９年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、重要又は異例と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、重要又は異例と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４３

（愛媛県家畜病性鑑定所処務規程の一部改正）

第２５条 愛媛県家畜病性鑑定所処務規程（平成２０年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県原子力センター処務規程の一部改正）

第２６条 愛媛県原子力センター処務規程（平成２２年愛媛県訓令第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

	 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。


 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

	 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

	 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。


 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

	 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４４

（愛媛県福祉総合支援センター処務規程の一部改正）

第２７条 愛媛県福祉総合支援センター処務規程（平成２７年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県子ども・女性支援センター処務規程の一部改正）

第２８条 愛媛県子ども・女性支援センター処務規程（平成２７年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

（専決事項）

第３条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４５

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第２９条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第３０条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

（専決事項）

第３条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４４６

��������������

公 告

�公 告

次のとおり技術提案書の提出を招請する。

令和５年３月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業務概要

� 業務名

文書管理・電子決裁システム構築業務委託

� 業務内容

文書管理・電子決裁システム構築業務委託公募型プロポーザ

ル手続等に関する説明書（以下「説明書」という。）による。

� 履行期間

契約締結の日から令和６年２月２９日（木）まで

２ 参加資格及び評価項目

� 技術提案書の提出者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度の製造の請負

等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、か

つ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項

に該当する者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること

イ 参加表明書の受領の期限の日から技術提案書の受領の期限

の日までの期間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

ウ プライバシーマークの認定又はＩＳＯ２７００１の認証が完了

していること。

エ 安定稼働の観点から、令和５年３月時点で、過去５年の間、

地方自治体又はその他団体（公的企業、独立行政法人）にお

ける文書管理・電子決裁システムの受託実績が３件以上有る

こと。

� 技術提案書を特定するための評価項目

ア 基本要件

実績・実施体制

（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第３１条 愛媛県美術館処務規程（平成３０年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県訓令第３号
農林水産部

愛媛県総合林政計画推進班規程を廃止する訓令を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県総合林政計画推進班規程を廃止する訓令

愛媛県総合林政計画推進班規程（平成１３年愛媛県訓令第１号）は、廃止する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第４条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

（専決事項）

第４条 館長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略
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イ 機能要件

利便性・柔軟性

ウ 非機能要件

利用環境・各種サービス・セキュリティ

エ 価格

見積経費に基づく評価

３ 手続等

� 担当部局

愛媛県企画振興部デジタル戦略局スマート行政推進課スマー

ト行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２２８６

� 説明書の交付の期間、場所及び方法

ア 期間

令和５年３月２２日（水）から４月７日（金）までの執務時

間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３

号）第１条第１項に規定する県の休日以外の日の午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。）

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

無料にて交付する。

� 参加表明書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和５年４月７日（金）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

� 技術提案書の受領の期限並びに提出の場所及び方法

ア 期限

令和５年５月２日（火）午後５時１５分

イ 場所

�に掲げる場所
ウ 方法

持参し、又は郵送等により提出すること。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便で

これらに準ずるものに限る。

４ その他

� 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 契約書作成の要否

要

� 関連情報を入手するための照会窓口

愛媛県企画振興部デジタル戦略局スマート行政推進課スマー

ト行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２２８６

� その他

詳細は、説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Document management and electronic approval system related

to public documents，１ set

� Time limit to express interests：５：１５ p．m．，７ April２０２３

Time limit for the submission of proposals：５：１５ p．m．，２

May２０２３

� For further inquiries relating to the proposal，please

contact： Smart Administrative Computerization Group，Smart

Administrative Promotion Division，Digital Strategy

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８６

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

豚熱生ワクチン（シード）の単価契約

� 購入物品名及び数量

豚熱生ワクチン（シード）

豚熱生ワクチン（シード）５０ドーズ 見込本数７，０００本

豚熱生ワクチン（シード）２０ドーズ 見込本数２，０００本

� 購入物品の内容等

入札説明書等による

� 納入期間

令和５年５月２２日～令和６年３月３１日まで

納入スケジュールについては、入札説明書等による

� 納入場所

入札説明書等による

� 入札方法

ア 契約方法は一般競争入札による複数単価契約とし、品目ご

とに単価契約を行うものとする。落札決定に当たっては、品

目ごとの単価に購入予定数量を乗じ、それらを合算した総価

を用いるので、入札書には「品目ごとの単価×購入予定数量

の合計額」を記載すること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。
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� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 愛媛県内に事業所を有すること。

� 動物用医薬品販売業の許可を受けていること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県農林水産部農業振興局畜産課家畜衛生係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２５８０

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付又は愛媛県ホームページでのダウンロ
ード

� 開札の日時及び場所

令和５年５月１２日（金）午前１０時３０分

愛媛県庁第一別館８階 東会議室（都合により変更する場合

有り。）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和５年５月８日（月）午後５時１５分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

ア この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札

者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入

札を行ったものを落札者とする。

イ 落札者となるべき同価格の入札をした者が２者以上あると

きは、直ちにくじで落札者を決定する。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

CSF live vaccine

・５０ dose―approx．７，０００ pcs

・２０ dose―approx．２，０００ pcs

� Time limit of tender：１０：３０ a．m．，May８，２０２３

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Livestock Division，

Agriculture，Forestry and Fisheries Department Ehime

Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２５８０

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

グループウェアシステムの借入れ

� 借入物品名及び数量

グループウェアシステム 一式

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

令和６年１月１日から令和１１年１２月３１日までの間

� 納入場所

愛媛県警察本部

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加の資格停止の期間中

にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部会計課調度係
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監 査 公 表

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ 内線（２２３５）

� 入札書の受領期限

令和５年５月３１日（水）午前１０時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和５年５月３１日（水）午前１０時００分

愛媛県警察本部 ２階 聴聞室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則第１３５条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争に参加を希望する者は、２の�を証明できる書
類を提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明をもとめられた場

合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Groupware

system，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，３１，May，２０２３

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、

愛媛県知事から措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。

令和５年３月３１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

�愛媛県監査委員規程第１号
愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程

愛媛県監査事務局規程（昭和４１年愛媛県監査委員規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公益財団法人愛媛県動物園協会 令和４年１２月１９日

（監査の結果）

職員２名の通勤手当について、手当支給額の算定基礎となる交通用具

の「使用距離」の認定誤りにより、４７６，９００円（平成２６年４月分～令和

４年１０月分）が過支給となっていた。

（措置の内容）

直ちに認定内容の見直し及び過支給分の返納手続を行うよう指示した

上で、県条例や規則等に準じて行う事務処理に際しては、その都度、根

拠条文を確認する等により適切に行うよう指導を行い、再発防止のため

の対応を検討させた。

監査委員規程

改 正 後 改 正 前

（事務局長の専決事項）

第６条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

（事務局長の専決事項）

第６条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人
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教育委員会規則
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附 則

この規程は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県監査委員規程第２号
監査委員が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

監査委員が取り扱う個人情報の保護に関する規程の一部を改正する規程

監査委員が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年愛媛県監査委員規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規程は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第１号
教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
社会教育主事資格認定に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の提供等に関すること。

� 省略

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

改 正 後 改 正 前

監査委員が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規則第

５号）（第８条を除く。）の規定の例による。

監査委員が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県

規則第１号） の規定の例による。

改 正 後 改 正 前

教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規則第

５号）（同規則第８条を除く。）の規定の例による。

教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県

規則第１号） の規定の例による。
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社会教育主事資格認定に関する規則等の一部を改正する規則

（社会教育主事資格認定に関する規則の一部改正）

第１条 社会教育主事資格認定に関する規則（昭和３５年愛媛県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県奨学資金貸与条例施行規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（奨学生の出願手続）

第４条 奨学生になろうとする者は、連帯保証人及び保護者又は保

護者であつた者と連署した愛媛県奨学生願書（第１号様式）に、

次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に掲げる学校の

長が作成した愛媛県奨学生推薦調書（第２号様式）を添えて、教

育長が指定する期日までに、教育委員会に願い出なければならな

い。

�・� 省略

２ 連帯保証人は、保護者又は保護者であつた者でなければならな

い。ただし、これらによることが適当でないと認められる場合に

あつては、４親等以内の親族とすることができる。

３ 第１項の場合において、連帯保証人が保護者又は保護者であつ

た者と同一であるときは、同項中「連帯保証人及び保護者又は保

護者であつた者」とあるのは、「連帯保証人」と読み替えるもの

とする。

（奨学生の採用）

第６条 採用候補者又は補充候補者が高等学校、高等専門学校又は

専修学校の高等課程に進学したときは、連帯保証人（第４条第２

項に規定する連帯保証人。以下同じ。）及び保護者又は保護者で

あつた者と連署した進学届兼確認書（第３号様式）をその年の４

月３０日までに、学校長を経て教育委員会に提出しなければならな

い。この場合において、専修学校の高等課程に進学した者にあつ

ては、第２条に定める課程であることを証明する当該学校の学則

の写しを添付しなければならない。

２ 前項の場合において、連帯保証人が保護者又は保護者であつた

（奨学生の出願手続）

第４条 奨学生になろうとする者は、連帯保証人及び保護者又は保

護者であつた者と連署した愛媛県奨学生願書（第１号様式）に、

次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に掲げる学校の

長が作成した愛媛県奨学生推薦調書（第２号様式）を添えて、教

育長が指定する期日までに、教育委員会に願い出なければならな

い。

�・� 省略

（奨学生の採用）

第６条 採用候補者又は補充候補者が高等学校、高等専門学校又は

専修学校の高等課程に進学したときは、連帯保証人（第４条第２

項に規定する連帯保証人。以下同じ。）及び保護者又は保護者で

あつた者と連署した進学届兼確認書（第３号様式）をその年の４

月３０日までに、学校長を経て教育委員会に提出しなければならな

い。この場合において、専修学校の高等課程に進学した者にあつ

ては、第２条に定める課程であることを証明する当該学校の学則

の写しを添付しなければならない。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第３条関係） 履歴書

省略

様式第２号（第３条関係） 履歴書

省略

ふ り が な 生年

月日

ふ り が な 生年

月日
性別

氏 名 氏 名

省略 省略
�������������������������������

�������������������������������

�������������������������������

�������������������������������
省略 省略

注 省略

様式第４号（第４条関係） 認定証書

注 省略

様式第４号（第４条関係） 認定証書

第 号 第 号

省略 省略

改 正 後 改 正 前
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者と同一であるときは、同項中「連帯保証人（第４条第２項に規

定する連帯保証人。以下同じ。）及び保護者又は保護者であつた

者」とあるのは、「連帯保証人（第４条第２項に規定する連帯保

証人。以下同じ。）」と読み替えるものとする。

３ 採用候補者又は補充候補者が、第１項の期日までに進学届兼確

認書を提出しないときは、その資格を失うことがある。

第９条 採用の通知を受けた者は、その通知を受けた日から３０日以

内に連帯保証人及び保護者又は保護者であつた者と連署押印した

誓約書（第４号様式）に当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、

学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

２ 前項の場合において、連帯保証人が保護者又は保護者であつた

者と同一であるときは、同項中「連帯保証人及び保護者又は保護

者であつた者」とあるのは、「連帯保証人」と読み替えるものと

する。

３ 省略

（奨学生の異動届出）

第１１条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するに至つたとき

は、 異動届（第５号様式）を、学校長を経

て速やかに教育委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 前項第４号の場合において、連帯保証人を変更しようとすると

きは、当該連帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

（奨学金の貸与月額の変更）

第１２条 奨学生は、奨学金の貸与月額の変更を希望するときは、連

帯保証人と連署した奨学金貸与月額変更申請書（第６号様式）

を、学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

２・３ 省略

（奨学生の辞退）

第１４条 奨学生を辞退しようとするときは、

奨学生辞退届（第７号様式）を、学校長を経て教育委員会に提出

しなければならない。

２ 省略

（借用証書の提出）

第１５条 奨学生が、奨学生でなくなつたときは、貸与を受けた奨学

金の全額について、連帯保証人と連署押印した奨学金借用証書

（第８号様式）及び返還明細書（第９号様式）に当該連帯保証人

の印鑑証明書を添えて、速やかに教育委員会に提出しなければな

らない。

（奨学生であつた者の異動届出等）

第１６条 奨学生であつた者は、奨学金の返還完了前に、奨学金借用

証書に記載した事項に異動があつたときは、

異動届を、速やかに教育委員会に提出しなければならない。こ

の場合において、連帯保証人を変更しようとするときは、当該連

帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

２ 省略

（奨学金の返還猶予の手続）

第１８条 条例第１０条の規定により奨学金の返還猶予を受けようとす

る者は、 奨学金返還猶予願（第１０号様式）

に、その事由を証明することのできる書類を添えて、教育委員会

に提出しなければならない。

（奨学金返還免除の手続）

第２０条 条例第１１条又は附則第２項の規定により奨学金の返還免除

を受けようとする者は、 奨学金返還免除願

２ 採用候補者又は補充候補者が、前項 の期日までに進学届兼確

認書を提出しないときは、その資格を失うことがある。

第９条 採用の通知を受けた者は、その通知を受けた日から３０日以

内に連帯保証人と連署した又は保護者であつた者と連署押印した

誓約書（第４号様式）を当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、

学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

２ 連帯保証人は、保護者又は保護者であつた者でなければならな

い。

３ 省略

（奨学生の異動届出）

第１１条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当するに至つたとき

は、連帯保証人と連署した異動届（第５号様式）を、学校長を経

て速やかに教育委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

（奨学金の貸与月額の変更）

第１２条 奨学生は、奨学金の貸与月額の変更を希望するときは、連

帯保証人と連署した奨学金貸与月額変更申請書（第６号様式）

を、学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

２・３ 省略

（奨学生の辞退）

第１４条 奨学生を辞退しようとするときは、連帯保証人と連署した

奨学生辞退届（第７号様式）を、学校長を経て教育委員会に提出

しなければならない。

２ 省略

（借用証書の提出）

第１５条 奨学生が、奨学生でなくなつたときは、貸与を受けた奨学

金の全額について、連帯保証人と連署した 奨学金借用証書

（第８号様式）及び返還明細書（第９号様式）に当該連帯保証人

の印鑑証明書を添えて、速やかに教育委員会に提出しなければな

らない。

（奨学生であつた者の異動届出等）

第１６条 奨学生であつた者は、奨学金の返還完了前に、奨学金借用

証書に記載した事項に異動があつたときは、連帯保証人と連署し

た異動届を、速やかに教育委員会に提出しなければならない。こ

の場合において、連帯保証人に異動があつた ときは、当該連

帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

２ 省略

（奨学金の返還猶予の手続）

第１８条 条例第１０条の規定により奨学金の返還猶予を受けようとす

る者は、連帯保証人と連署した奨学金返還猶予願（第１０号様式）

に、その事由を証明することのできる書類を添えて、教育委員会

に提出しなければならない。

（奨学金返還免除の手続）

第２０条 条例第１１条又は附則第２項の規定により奨学金の返還免除

を受けようとする者は、連帯保証人と連署した奨学金返還免除願
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（第１２号様式）に、その事由を証明することのできる書類を添え

て、教育委員会に提出しなければならない。

第３号様式（第６条関係） 進学届兼確認書

省略

学校長 氏名

省略

本 人 住 所

氏 名

連 帯 保 証 人 住 所

氏 名

保 護 者 又 は 住 所

保護者であつた者 氏 名

（注）１～３ 省略

４ 本人、連帯保証人及び保護者又は保護者であつた者の欄

にあつては、それぞれ該当する者（保護者又は保護者であ

つた者が複数の場合は、その代表）が自署すること。ただ

し、連帯保証人と保護者又は保護者であつた者が同一であ

る場合は、保護者又は保護者であつた者の欄の記入を省略

することができる。

５ 省略

６ 省略

第４号様式（第９条関係） 誓約書

省略

年 月 日

貸与月額 円 ただし、貸与期間中に月額の変更

があつた場合は、当該変更の開始月以降は変更後の月額としま

す。

貸与の始期 年 月分から

貸与の終期 在学する学校の正規の修業期間までとします。た

だし、それ以前に貸与を停止された場合は、その月までとしま

す。

決 定 番 号

在 学 学 校 名（ 科）

本 人 住 所

氏 名 �

連 帯 保 証 人 住 所

氏 名 �

本人との続柄

保 護 者 又 は 住 所

保護者であつた者 氏 名 �

省略

（注）１ 本人、連帯保証人及び保護者又は保護者であつた者の

欄は、それぞれ該当する者（保護者又は保護者であつた

者が複数の場合は、その代表）が自署押印すること。た

だし、連帯保証人と保護者又は保護者であつた者が同一

である場合は、保護者又は保護者であつた者の欄の記入

及び押印を省略することができる。

２ 連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第６号様式（第１２条関係） 奨学金貸与月額変更申請書

省略

本 人 住 所

（第１２号様式）に、その事由を証明することのできる書類を添え

て、教育委員会に提出しなければならない。

第３号様式（第６条関係） 進学届兼確認書

省略

学校長 氏名 �

省略

本 人 住 所

氏 名 �

保 護 者 又 は 住 所

保護者であつた者 氏 名 �

（注）１～３ 省略

４ 省略

５ 省略

第４号様式（第９条関係） 誓約書

省略

年 月 日

在学学校名 （ 科）

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

本人との続柄

職 業

省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第６号様式（第１２条関係） 奨学金貸与月額変更申請書

省略

本 人 住 所
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氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

保 護 者 住 所

氏 名 �

省略

省略

（注）１ 本人及び連帯保証人の欄は、それぞれ該当する者が自

署すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署すること。ただし、連帯保証人と保護者が同

一である場合は、当該欄の記入を省略することができ

る。

３ 貸与区分の欄は、該当する文字を○で囲むこと。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第７号様式（第１４条関係） 奨学生辞退届

省略

在学学校名（ 科）

本 人 住 所

氏 名

保 護 者 住 所

氏 名

省略

（注）１ 本人の欄は自署すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第８号様式（第１５条関係） 奨学金借用証書

省略

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

保 護 者 住 所

氏 名 �

省略

（注）１ 本人及び連帯保証人の欄は、それぞれ該当する者が自

署押印すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署押印すること。ただし、連帯保証人と保護者

が同一である場合は、当該欄の記入及び押印を省略する

ことができる。

３ 連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

第１０号様式（第１８条関係） 奨学金返還猶予願

省略

奨学生であつたときの

学校名（ 科）

本 人 住 所

氏 名 �

（電話番号 ）

保 護 者 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

省略

省略

（注）１ 貸与区分の欄は、該当する文字を○で囲むこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第７号様式（第１４条関係） 奨学生辞退届

省略

学校名 （ 科）

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第８号様式（第１５条関係） 奨学金借用証書

省略

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

省略

（注）連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

第１０号様式（第１８条関係） 奨学金返還猶予願

省略

在学又は出身学

校名（ 科）

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４５５

氏 名 �

（電話番号 ）

省略

（注）１ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が記入すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第１１号様式（第１９条関係） 死亡届

省略

１ 省略

２ 在学した学校名又は

奨学生であつたときの学校名（ 科）

３・４ 省略

（注）省略

第１２号様式（第２０条関係） 奨学金返還免除願

省略

本 人 住 所

氏 名 �

（電話番号 ）

（死亡の場合） 遺族又はこれに代わる者

住 所

本人との続柄

氏 名 �

（電話番号 ）

保 護 者 住 所

氏 名 �

（電話番号 ）

省略

１ 省略

２ 在学学校名又は奨学生であつたときの学校名

３ 借 用 金 額 円

４ 返 還 済 の 金 額 円

５ 返還未済の金額 円

６ 免除を希望する金額 円

７ 省略

（注）１ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が記入すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

氏 名 �

省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第１１号様式（第１９条関係） 死亡届

省略

１ 省略

２ 出身又は在学した

学校名 （ 科）

３・４ 省略

（注）省略

第１２号様式（第２０条関係） 奨学金返還免除願

省略

本 人 住 所

氏 名 �

（死亡の場合） 遺族又はこれに代わる者

住 所

本人との続柄

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

省略

１ 省略

２ 在学又は出身学校名

３ 借 用 金 額

４ 返 還 済 の 金 額

５ 返還未済の金額

６ 免 除 を 希 望 す る 金 額

７ 省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第３条 愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部を次のように改正する。

第１号様式、第２号様式及び第５号様式を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４５６

第１号様式（第４条関係） 愛媛県奨学生願書



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４５７



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４５８

第２号様式（第４条関係） 愛媛県奨学生推薦調書



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４５９

第５号様式（第１１条、第１６条関係） 異動届

第５号様式（その１） 休学・長期欠席・退学・復学・停学用



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６０

第５号様式（その２） 転学（転科）用



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６１

第５号様式（その３） 住所・氏名変更用



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６２

第５号様式（その４） 連帯保証人変更用



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６３

（愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則（昭和５０年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（奨励生の申請手続）

第２条 奨励生になろうとする者は、連帯保証人（県内に居住し、

かつ、独立の生計を営む成年者であつて、保証能力を有する者。

ただし、教育委員会がやむを得ないと認める場合にあつては、県

内に居住することを要しない。以下同じ。）と連署した愛媛県高

等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与申請書（様式

第１号）に次の各号に掲げる書類を添え、在学する高等学校の長

（以下「学校長」という。）を経て教育委員会に申請しなければ

ならない。

�～� 省略

（誓約書の提出）

第４条 前条の規定により通知を受けた者は、その通知を受けた日

から３０日以内に、連帯保証人と連署押印した誓約書（様式第３

号）に当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、学校長を経て教育

委員会に提出しなければならない。

２ 前項 に規定する期日までに、誓約書を提出しないときは、決

定を取り消すことができる。

（奨励生の異動届出）

第５条 奨励生は、次の各号のいずれかに該当するに至つたとき

は、 異動届（様式第４号）を、速やかに学

校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 前項第７号の場合において、連帯保証人を変更しようとすると

きは、当該連帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

（奨励生の辞退）

第７条 奨励生は、修学奨励資金の貸与を辞退しようとするとき

は、 奨励生辞退届（様式第５号）を、学校

長を経て教育委員会に提出しなければならない。

（借用証書の提出）

第９条 条例第８条の規定により修学奨励資金を返還しなければな

らない者が奨励生でなくなつたときは、貸与を受けた修学奨励資

金の全額について、連帯保証人と連署押印した修学奨励資金借用

証書（様式第６号）及び修学奨励資金返還明細書（様式第７号）

に当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、速やかに教育委員会に

提出しなければならない。

（奨励生であつた者の異動届出）

第１０条 奨励生であつた者は、修学奨励資金返還完了前に、修学奨

励資金借用証書に記載した事項に異動があつたときは、

異動届を、速やかに教育委員会に提出しなければな

らない。この場合において、連帯保証人を変更しようとするとき

は、当該連帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

様式第１号（第２条関係） 愛媛県高等学校定時制課程及び通信制

課程修学奨励資金貸与申請書

（奨励生の申請手続）

第２条 奨励生になろうとする者は、連帯保証人（県内に居住し、

かつ、独立の生計を営む成年者であつて、保証能力を有する者。

ただし、教育委員会がやむを得ないと認める場合にあつては、県

内に居住することを要しない。以下同じ。）と連署した愛媛県高

等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与申請書（様式

第１号）に次の各号に掲げる書類を添え、在学する高等学校の長

（以下「学校長」という。）を経て教育委員会に申請しなければ

ならない。

�～� 省略

（誓約書の提出）

第４条 前条の規定により通知を受けた者は、その通知を受けた日

から３０日以内に、連帯保証人と連署した 誓約書（様式第３

号）を当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、学校長を経て教育

委員会に提出しなければならない。

２ 前項の連帯保証人は、県内に居住し、かつ、独立の生計を営む

成年者であつて、保証能力を有する者でなければならない。ただ

し、教育委員会がやむを得ないと認める場合は、県内に居住する

ことを要しない。

３ 第１項に規定する期日までに、誓約書を提出しないときは、決

定を取り消すことができる。

（奨励生の異動届出）

第５条 奨励生は、次の各号のいずれかに該当するに至つたとき

は、連帯保証人と連署した異動届（様式第４号）を、速やかに学

校長を経て教育委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

（奨励生の辞退）

第７条 奨励生は、修学奨励資金の貸与を辞退しようとするとき

は、連帯保証人と連署した奨励生辞退届（様式第５号）を、学校

長を経て教育委員会に提出しなければならない。

（借用証書の提出）

第９条 条例第８条の規定により修学奨励資金を返還しなければな

らない者が奨励生でなくなつたときは、貸与を受けた修学奨励資

金の全額について、連帯保証人と連署した 修学奨励資金借用

証書（様式第６号）及び修学奨励資金返還明細書（様式第７号）

に当該連帯保証人の印鑑証明書を添えて、速やかに教育委員会に

提出しなければならない。

（奨励生であつた者の異動届出）

第１０条 奨励生であつた者は、修学奨励資金返還完了前に、修学奨

励資金借用証書に記載した事項に異動があつたときは、連帯保証

人と連署した異動届を、速やかに教育委員会に提出しなければな

らない。この場合において、連帯保証人に異動があつた とき

は、当該連帯保証人の印鑑証明書を添付しなければならない。

様式第１号（第２条関係） 愛媛県高等学校定時制課程及び通信制

課程修学奨励資金貸与申請書

改 正 後 改 正 前



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６４

省略

本人氏名

連帯保証人住所

本人との続柄

氏名

保護者住所

本人との続柄

氏 名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

省略

申

請

者

省略

氏名 及び

生 年 月 日

（男・女）

年 月 日生

省略

省略

注１ 本人及び連帯保証人の欄は、それぞれ該当する者が自署す

ること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の代表

が自署すること。ただし、連帯保証人と保護者が同一である

場合は、当該欄の記入を省略することができる。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２号（第２条関係） 推薦書

省略

学校長

氏 名

省略

省略

注 省略

様式第３号（第４条関係） 誓約書

省略

年 月 日

貸与月額 円

貸与の始期 年 月分から

貸与の終期 貸与を受けた月数を通算して４年以内とします。

ただし、それ以前に貸与を停止された場合は、その月までとし

ます。

決定番号

在学学校名（ 科）

省略

保護者住所

氏 名 �

省略

（注）１ 本人及び連帯保証人の欄は、それぞれ該当する者が自

署押印すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署押印すること。ただし、連帯保証人と保護者

が同一である場合は、当該欄の記入及び押印を省略する

ことができる。

３ 連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

省略

本人氏名 �

（未成年者の場合は）

保護者住所

本人との続柄

氏 名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名） �

省略

申

請

者

省略

氏名、性別及び

生 年 月 日

（男・女）

年 月 日生

省略

省略

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２号（第２条関係） 推薦書

省略

学校長

氏 名 職 印

省略

省略

職 印

注 省略

様式第３号（第４条関係） 誓約書

省略

年 月 日

学 校 名

省略

職 業

省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６５

様式第５号（第７条関係） 奨励生辞退届

省略

在学学校名

本 人 住 所

氏 名

保 護 者 住 所

氏 名

省略

１・２ 省略

３ 貸 与 金 額 円

４ 省略

（注）１ 本人の欄は、自署すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第９条関係） 修学奨励資金借用証書

省略

連帯保証人住所

氏 名 �

保護者住所

氏 名 �

省略

（注）１ 本人及び連帯保証人の欄は、それぞれ該当する者が自

署押印すること。

２ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が自署押印すること。ただし、連帯保証人と保護者

が同一である場合は、当該欄の記入及び押印を省略する

ことができる。

３ 連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

様式第８号（第１１条関係） 修学奨励資金返還免除申請書

省略

本人住所

氏 名

（電話番号 ）

（死亡の場合）遺族又はこれに代わる者

住 所

本人との続柄

氏 名

（電話番号 ）

保護者住所

氏 名

（電話番号 ）

省略

１ 省略

２ 在学学校名又は奨励生であつたときの学校名

３ 貸与金額 円

４ 返還済の金額 円

５ 返還希望の金額 円

６ 省略

（注）１ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が記入すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第９号（第１１条関係） 修学奨励資金返還猶予申請書

様式第５号（第７条関係） 奨励生辞退届

省略

学 校 名

本 人 住 所

氏 名 �

連帯保証人 住 所

氏 名 �

省略

１・２ 省略

３ 貸 与 金 額

４ 省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第９条関係） 修学奨励資金借用証書

省略

連帯保証人住所

氏 名 �

省略

（注）連帯保証人は、印鑑証明書を添付すること。

様式第８号（第１１条関係） 修学奨励資金返還免除申請書

省略

本人住所

氏 名 �

（死亡の場合）遺族又はこれに代わる者

住 所

本人との続柄

氏 名 �

連帯保証人住所

氏 名 �

省略

１ 省略

２ 在学又は出身学校名

３ 貸与金額

４ 返還済の金額

５ 返還希望の金額

６ 省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第９号（第１１条関係） 修学奨励資金返還猶予申請書



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４６６

省略

本人住所

氏 名

（電話番号 ）

保護者住所

氏 名

（電話番号 ）

省略

１ 省略

２ 奨励生であつたときの学校名

３ 返還未済の額 円

４～６ 省略

（注）１ 本人が未成年者である場合は、保護者の欄に保護者の

代表が記入すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

第５条 愛媛県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励資金貸与条例施行規則の一部を次のように改正する。

様式第４号を次のように改める。

省略

本人住所

氏 名 �

連帯保証人住所

氏 名 �

省略

１ 省略

２ 在学又は出身学校名

３ 返還未済の額

４～６ 省略

（注）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式第４号（第５条、第１０条関係） 異動届

様式第４号（その１） 連帯保証人変更以外の場合
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様式第４号（その２） 連帯保証人変更の場合
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類は、改正後のそれぞれの規則の様式の規定によ

り提出された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある改正前のそれぞれの規則の様式の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができ

る。

�愛媛県教育委員会規則第３号
博物館の登録に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

博物館の登録に関する規則の一部を改正する規則

第１条 博物館の登録に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（登録）

第１条 博 物 館 法（昭 和２６年 法 律 第２８５号）（以 下「法」と い

う。）第１１条の規定による登録を受けようとするものは、様式第

１号による登録申請書を愛媛県教育委員会（以下「教育委員会」

という。）に提出しなければならない。

（登録の審査）

第２条 教育委員会は、前条の規定による登録の申請があつたとき

は、当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う実地調査

により、その内容を審査しなければ な

らない。

（登録原簿）

第３条 教育委員会は、登録をした ときは遅滞なく様式第２号

による博物館登録原簿に記載しなければならない。

（記載事項の変更）

第４条 登録申請書の記載事項を変更するときは、あらかじめ

様式第３号により教育委員会に届け出なければならない。

（運営状況の定期報告）

第５条 博物館の設置者は、当該博物館の運営状況について、毎事

業年度終了後３月以内に、様式第４号により教育委員会に報告し

なければならない。

（博物館の廃止）

第６条 博物館を廃止したときは、その理由の生じた日から２０日以

内に様式第５号によつて教育委員会に届け出なければならない。

（公表）

第７条 教育委員会は、次に掲げる事項については、インターネッ

トを利用して公表しなければならない。

� 法第１１条の規定による登録をしたとき

� 法第１５条第２項の規定による変更登録をしたとき

� 法第１９条第１項の規定による登録の取消しをしたとき

� 法第２０条第２項の規定による登録を抹消したとき

様式第１号（第１条関係） 博物館登録申請書

省略

（登録）

第１条 博 物 館 法（昭 和２６年 法 律 第２８５号）（以 下「法」と い

う。）第１０条の規定による登録を受けようとするものは、様式第

１号による登録申請書を愛媛県教育委員会（以下「教育委員会」

という。）に提出しなければならない。

（登録の審査）

第２条 教育委員会は法第１２条に規定する登録要件の審査に当り

は、当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う実地調査

及び学識経験者の意見を徴する等、審査の適正を期さなければな

らない。

（登録原簿）

第３条 教育委員会は、登録を許可したときは遅滞なく様式第２号

による博物館登録簿 に記載しなければならない。

（記載事項の変更）

第４条 登録申請書の記載事項について変更があつたときは、直ち

に様式第３号により教育委員会に届け出なければならない。但

し、博物館資料の軽微な変更については、毎年９月末日及び３月

末日までに届け出るものとする。

（博物館の廃止）

第５条 博物館を廃止した時 は、その理由の生じた日から２０日以

内に様式第４号によつて教育委員会に届け出なければならない。

（告示）

第６条 教育委員会は、次に掲げる事項については、その都度公示

しなければ ならない。

� 法第１０条の規定による登録をしたとき

� 法第１３条第２項の規定による変更登録をしたとき

� 法第１４条第１項の規定による登録の取消 をしたとき

� 法第１５条第２項の規定による登録を抹消したとき

様式第１号（第１条関係） 博物館登録申請書

省略
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第２条 博物館の登録に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第３号の次に次の１様式を加える。

（番 号）

省略

設置者代表職氏名

次のとおり登録を受けたいので、博物館法第１２条の規定により、

申請します。

（番 号）

省略

設置者代表職氏名 �

次のとおり登録を受けたいので、博物館法第１１条の規定により、

申請します。

設 置 者 の 名 称

及 び 住 所

設 置 者 の 名 称

お よ び 住 所

省略 省略

様式第２号（第３条関係） 博物館登録原簿

省略

様式第２号（第３条関係） 博物館登録原簿

省略

省略 省略

設 置 者 の 名 称

及 び 住 所

設 置 者 の 名 称

お よ び 住 所

省略 省略

様式第３号（第４条関係） 博物館登録申請事項変更届

博物館登録申請事項変更届

（番 号）

省略

設置者代表職氏名

次のとおり変更するので、博物館法第１５条第１項の規定により、

お届けします。

様式第３号（第４条関係） 博物館登録申請事項変更届

博物館登録申請 変更届

（番 号）

省略

設置者代表職氏名 �

次のとおり変更したので、博物館法第１３条第１項の規定により、

お届けします。

省略 省略

様式第５号（第６条関係） 博物館廃止届

省略

（番 号）

省略

設置者代表職氏名

次のとおり廃止したので、博物館法第２０条第１項の規定により、

お届けします。

様式第４号（第６条関係） 博物館廃止届

省略

（番 号）

省略

設置者代表職氏名 �

次のとおり廃止したので、博物館法第１５条第１項の規定により、

お届けします。

設 置 者 の 名 称

及 び 住 所

設 置 者 の 名 称

お よ び 住 所

省略 省略
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様式第４号（第５条関係） 博物館運営状況報告書
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附 則

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

２ この規則の施行前に発生した事項につき博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第２４号）による改正前の博物館法（昭和２６年法

律第２８５号）第１３条第１項又は第１５条第１項の規定により届け出なければならないこととされている事項の届出については、なお従前の例

による。

�愛媛県教育委員会規則第４号
技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則

（技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第１条 技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の５第

１項 若しくは第２項の規定により採用された

職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）並びに育

児休業法第１８条第１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の

採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採

用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）（以下

「短時間勤務職員」と総称する。）にあつては、別に定める日

数）以内の年次有給休暇（この条において「年次休暇」とい

う。）を与える。

２～４ 省略

（部分休業）

第１０条の３ 職員は、所属長の承認を得て、次に掲げる部分休業を

することができる。

�・� 省略

� 高齢者部分休業（当該職員が当該職員に係る定年退職日（職

員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条

第１項に規定する定年退職日をいう。）から１０年さかのぼつた

日後の日で当該職員が申請において示した日からその定年退職

日までの期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことを

いう。）

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（育児短時間

勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」と

いう。）の内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は

２４時間３５分のいずれかで所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、定年前再任用短時間勤務職員にあつては１５時間３０分か

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員

及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつ

た職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１

項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された

職員で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

もの（以下「再任用短時間勤務職員 」という。）並びに育

児休業法第１８条第１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の

採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採

用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）（以下

「短時間勤務職員」と総称する。）にあつては、別に定める日

数）以内の年次有給休暇（この条において「年次休暇」とい

う。）を与える。

２～４ 省略

（部分休業）

第１０条の３ 職員は、所属長の承認を得て、次に掲げる部分休業を

することができる。

�・� 省略

� 高齢者部分休業（当該職員が当該職員に係る定年退職日（職

員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条

第１項に規定する定年退職日をいう。）から５年さかのぼつた

日後の日で当該職員が申請において示した日からその定年退職

日までの期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことを

いう。）

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（育児短時間

勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」と

いう。）の内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は

２４時間３５分のいずれかで所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、再任用短時間勤務職員 にあつては１５時間３０分か

改 正 後 改 正 前
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ら３１時間までの範囲内で所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、任期付短時間勤務職員にあつては３１時間までの範囲内

で所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時間。以下同

じ。）とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日、定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項の勤務時

間は、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつて

は、１週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する職員にあ

つては所属長が１日につき７時間４５分（育児短時間勤務職員等に

あつては当該育児短時間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長

が教育委員会の承認を得て別に定める時間、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては７時間４５分の範囲

内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間）となるように、その他の職員にあつては午前８時３０分から午

後５時１５分まで（育児短時間勤務職員等にあつては当該育児短時

間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長が教育委員会の承認を

得て別に定める時間、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員にあつては午前８時３０分から午後５時１５分までの範

囲内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間）に割り振る。

３・４ 省略

５ 前項の規定による勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、休日その他別に定める日（以下「休日等」とい

う。）については、７時間４５分（定年前再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期

間ごとの期間における勤務時間を当該期間における第２項の規

定による週休日以外の日の日数で除して得た時間。次項及び第

９項第２号において同じ。）とすること。

�・� 省略

６ 定年前再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員に７時

間４５分に満たない勤務時間を割り振ろうとする日に係る第４項の

規定による勤務時間の割振りについては、別に定めるところによ

り、前項第１号本文及び第２号に定める基準によらないことがで

きるものとする。

７～１４ 省略

ら３１時間までの範囲内で所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、任期付短時間勤務職員にあつては３１時間までの範囲内

で所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時間。以下同

じ。）とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日、再任用短時間勤務職員 及

び任期付短時間勤務職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項の勤務時

間は、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつて

は、１週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する職員にあ

つては所属長が１日につき７時間４５分（育児短時間勤務職員等に

あつては当該育児短時間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長

が教育委員会の承認を得て別に定める時間、再任用短時間勤務職

員 及び任期付短時間勤務職員にあつては７時間４５分の範囲

内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間）となるように、その他の職員にあつては午前８時３０分から午

後５時１５分まで（育児短時間勤務職員等にあつては当該育児短時

間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長が教育委員会の承認を

得て別に定める時間、再任用短時間勤務職員 及び任期付短

時間勤務職員にあつては午前８時３０分から午後５時１５分までの範

囲内で職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間）に割り振る。

３・４ 省略

５ 前項の規定による勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、休日その他別に定める日（以下「休日等」とい

う。）については、７時間４５分（再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期

間ごとの期間における勤務時間を当該期間における第２項の規

定による週休日以外の日の日数で除して得た時間。次項及び第

９項第２号において同じ。）とすること。

�・� 省略

６ 再任用短時間勤務職員 又は任期付短時間勤務職員に７時

間４５分に満たない勤務時間を割り振ろうとする日に係る第４項の

規定による勤務時間の割振りについては、別に定めるところによ

り、前項第１号本文及び第２号に定める基準によらないことがで

きるものとする。

７～１４ 省略

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１条 省略

２ 前項のほか必要があるときは、次の教職員を置く。

指導教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、講師、養護助教諭、

実習助手、技術職員、寄宿舎指導員、学校栄養職員、技術主任、

技術員、技能主任、技能員、主任業務員及び業務員

第３条 校長、教頭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、事務

第１条 省略

２ 前項のほか必要があるときは、次の教職員を置く。

指導教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、講師、養護助教諭、

実習助手、技術職員、寄宿舎指導員、学校栄養職員、技術主任、

技術員、技能主任、技能員、主任業務員及び業務員

第３条 校長、教頭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、事務

改 正 後 改 正 前
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職員、助教諭、講師、養護助教諭、実習助手、技術職員及び寄宿

舎指導員は、それぞれ学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第６２

条、第７０条第１項及び第８２条において準用する同法第３７条第４

項、第７項、第８項及び第１０項から第１７項までに規定する職務並

びに同法第６０条第４項及び第６項並びに同法第７９条第２項に規定

する職務に従事する。

２～５ 省略

第４条 省略

２ 教務主任及び学年主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつ

て充てる。

３ 省略

第５条 省略

２ 保健主事は、その学校の指導教諭、教諭又は養護教諭をもつて

充てる。

３ 省略

第６条 省略

２ 生徒指導主事は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第７条 省略

２ 進路指導主事は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第８条 省略

２ 学科主任及び農場長は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて

充てる。

３ 省略

第９条 省略

２ 寮務主任及び舎監は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充

てる。

３ 省略

第１０条 省略

２ 各部の主事は、その部に属する指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第１０条の２ 省略

２ 司書教諭は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１１条 省略

２ 総務主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１２条 省略

２ 研修主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１３条 省略

２ 人権・同和教育推進主任は、その学校の指導教諭又は教諭をも

つて充てる。

３ 省略

（職員の旅費支給等に関する規則の一部改正）

第３条 職員の旅費支給等に関する規則（昭和３２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

職員、助教諭、講師、養護助教諭、実習助手、技術職員及び寄宿

舎指導員は、それぞれ学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第６２

条、第７０条第１項及び第８２条において準用する同法第３７条第４

項、第７項、第８項及び第１１項から第１７項までに規定する職務並

びに同法第６０条第４項及び第６項並びに同法第７９条第２項に規定

する職務に従事する。

２～５ 省略

第４条 省略

２ 教務主任及び学年主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつ

て充てる。

３ 省略

第５条 省略

２ 保健主事は、その学校の指導教諭、教諭又は養護教諭をもつて

充てる。

３ 省略

第６条 省略

２ 生徒指導主事は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第７条 省略

２ 進路指導主事は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第８条 省略

２ 学科主任及び農場長は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて

充てる。

３ 省略

第９条 省略

２ 寮務主任及び舎監は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充

てる。

３ 省略

第１０条 省略

２ 各部の主事は、その部に属する指導教諭又は教諭をもつて充て

る。

３ 省略

第１０条の２ 省略

２ 司書教諭は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１１条 省略

２ 総務主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１２条 省略

２ 研修主任は、その学校の指導教諭又は教諭をもつて充てる。

３ 省略

第１３条 省略

２ 人権・同和教育推進主任は、その学校の指導教諭又は教諭をも

つて充てる。

３ 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４７５

改 正 後 改 正 前

（職務の級）

第２条 条例第２条第２項に規定する「これに相当する職務」を定

める場合には、次の基準によるものとする。

� 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）

第４条に規定する給料表及び 職員の給与に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５７号）第３条第１項 第４号ロに規

定する給料表の適用を受ける者の同項第１号に規定する給料表

（以下「行政職給料表」という。）に相当する職務の級は、次

の表に掲げるとおりとする。

（職務の級）

第２条 条例第２条第２項に規定する「これに相当する職務」を定

める場合には、次の基準によるものとする。

� 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）

第４条に規定する給料表並びに職員の給与に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５７号）第３条第１項第３号及び第４号ロに規

定する給料表の適用を受ける者の同項第１号に規定する給料表

（以下「行政職給料表」という。）に相当する職務の級は、次

の表に掲げるとおりとする。

行政職

給料表

の職務

の級

中学校・小学校

教育職員給料表

の職務の級

高等学校等教育

職員給料表の職

務の級

医療職 給 料 表

（二）の職務の

級

行政職

給料表

の職務

の級

中学校・小学校

教育職員給料表

の職務の級

高等学校等教育

職員給料表の職

務の級

医療職 給 料 表

（二）の職務の

級

８級
３級４５号給以上

及び定年前再任

用短時間勤務教

育職員４級

８級
３級４５号給以上

及び再任用教育

職員

４級
７級 ７級

６級

３級５３号給以上

及び定年前再任

用短時間勤務教

育職員４級

３級１号給から

４４号給まで及び

定年前再任用短

時間勤務教育職

員３級

省略 ６級

３級５３号給以上

及び再任用教育

職員

４級

３級１号給から

４４号給まで及び

再任用教育職員

３級

省略

５級
３級１号給から

５２号給まで及び

定年前再任用短

時間勤務教育職

員３級

省略

５級
３級１号給から

５２号給まで及び

再任用教育職員

３級

省略

４級 ４級

３級

特２級２４号給以

上及び２級６５号

給以上

特２級２４号給以

上及び２級５３号

給以上

省略

３級

特２級２５号給以

上及び２級６５号

給以上

特２級２４号給以

上及び２級５３号

給以上

省略

省略 省略

２級

特２級１号給か

ら２３号給まで、

２級４９号給から

６４号給まで並び

に定年前再任用

短時間勤務教育

職員特２級及び

２級

特２級１号給か

ら２３号給まで、

２級３７号給から

５２号給まで並び

に定年前再任用

短時間勤務教育

職員特２級及び

２級

省略 ２級

特２級１号給か

ら２４号給まで、

２級４９号給から

６４号給まで並び

に再任用教育職

員

特２級及び

２級

特２級１号給か

ら２３号給まで、

２級３７号給から

５２号給まで及び

再任用教育職員

２級

省略

１級

２級１号給から

４８号給まで、１

級及び定年前再

任用短時間勤務

教育職員１級

２級１号給から

３６号給まで、１

級及び定年前再

任用短時間勤務

教育職員１級

省略 １級

２級１号給から

４８号給まで、１

級及び再任用教

育職員

１級

２級１号給から

３６号給まで、１

級及び再任用教

育職員

１級

省略

備考 この表において、「定年前再任用短時間勤務教育職

員 」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された教育職員

をいう。

備考 この表において、「再任用教育職員」又は「再任用

職員」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された教育職員

又は職員をいう。

� 省略 � 省略
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（指導力不足等教員の取扱いに関する規則の一部改正）

第４条 指導力不足等教員の取扱いに関する規則（平成１５年愛媛県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則における暫定再任用職員に関する経過措置）

２ 暫定再任用職員（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）附則第５項から第１２項までの

（旅費の調整）

第７条 条例第３９条第２項の規定により調整する旅費額は、市町立

学校の教職員が新在勤庁所在地到着後直ちに公設の宿舎を利用で

きる場合に、条例別表第１の日当定額の３日分及び赴任に伴い住

所又は居所を移転した地の存する地域区分に応じた宿泊料定額の

３夜分に相当する額とする。

（旅費の調整）

第７条 条例第３９条第２項の規定により調整する旅費の支給条件及

び支給方法は、次のとおり

きる場合に、条例別表第１の日当定額の３日分及び赴任に伴い住

所又は居所を移転した地の存する地域区分に応じた宿泊料定額の

３夜分に相当する額とする。

� 条例附則第４項の規定に該当して赴任した場合に支給する旅

費額は、行程において在勤庁に最も近接する公署（へき地所在

公署に指定されている公署を除く。以下この条において同

じ。）から在勤庁までの行程（住所又は居所から在勤庁までの

行程が行程において最も近接する公署から在勤庁までの行程に

満たないときは、住所又は居所から在勤庁までの行程）に応じ

た条例別表第１の移転料定額（扶養親族を随伴しない場合に

は、その２分の１に相当する額）に同表の日当定額の１日分及

び赴任に伴い住所又は居所を移転した地の存する地域の区分に

応じた宿泊料定額の１夜分に相当する額を加えた額とする。た

だし、当該移転料の額を計算する場合において、その額に円位

未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

� 市町立学校の教職員が新在勤庁所在地到着後直ちに公設の宿

舎を利用できる場合には、別表第１の日当定額の３日分及び赴

任に伴い住所又は居所を移転した地の存する地域区分に応じた

宿泊料定額の３夜分に相当する額とする。

改 正 後 改 正 前

（免職及び採用又は転任）

第１２条 県教育委員会は、前条第１項第３号に該当すると認定され

た指導力不足等教員について、地公法第２８条第１項の規定による

免職のほか、次の各号に掲げる教員にあっては、それぞれ当該各

号に定める措置を執ることができる。

� 市町の設置する学校に勤務する教員（地公法第２２条の２第１

項の規定により採用された者（以下「会計年度任用職員」とい

う。）、同法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定に

より採用された者（以下「再任用職員」という。）及び地方公

共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法

律第４８号）第３条第１項若しくは第２項、第４条又は第５条の

規定により任期を定めて採用された者（以下「任期付職員」と

いう。）を除く。） 地教行法第４７条の２第１項の規定により

免職し、引き続いて県教育委員会が任命権を有する常時勤務を

要する職（指導主事並びに校長及び教員の職を除く。以下「県

教育委員会の職」という。）に採用すること。

� 県立学校に勤務する教員（会計年度任用職員、再任用職員及

び任期付職員を除く。） 県教育委員会の職に転任させるこ

と。

（免職及び採用又は転任）

第１２条 県教育委員会は、前条第１項第３号に該当すると認定され

た指導力不足等教員について、地公法第２８条第１項の規定による

免職のほか、次の各号に掲げる教員にあっては、それぞれ当該各

号に定める措置を執ることができる。

� 市町の設置する学校に勤務する教員（地公法第２２条の２第１

項の規定により採用された者（以下「会計年度任用職員」とい

う。）、同法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定に

より採用された者（以下「再任用職員」という。）及び地方公

共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法

律第４８号）第３条第１項若しくは第２項、第４条又は第５条の

規定により任期を定めて採用された者（以下「任期付職員」と

いう。）を除く。） 地教行法第４７条の２第１項の規定により

免職し、引き続いて県教育委員会が任命権を有する常時勤務を

要する職（指導主事並びに校長及び教員の職を除く。以下「県

教育委員会の職」という。）に採用すること。

� 県立学校に勤務する教員（会計年度任用職員、再任用職員及

び任期付職員を除く。） 県教育委員会の職に転任させるこ

と。
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規定により採用された職員をいう。次項において同じ。）に対する技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則第４条の規

定の適用については、同条中「第４条の４まで」とあるのは、「第４条の４まで並びに職員の採用及び昇任に関する規則等の一部を改正

する規則（愛媛県人事委員会規則６―２１４）附則第２２項及び第２３項」とする。

３ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める暫定再任用職

員をいう。以下同じ。）に対する技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則第４条及び第５条第４項の規定の適用につい

ては、同規則第４条中「第４条の４まで」とあるのは「第４条の４まで並びに職員の採用及び昇任に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県人事委員会規則６―２１４。以下「改正規則」という。）附則第２４項」と、同規則第５条第４項中「第９条」とあるのは「第９条及

び改正規則附則第２４項」とする。

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員（職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第４条第１１項に

規定する定年前再任用短時間勤務職員をいう。）とみなして、第１条の規定による改正後の技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等

に関する規則（以下「新規則」という。）第５条第１項、第１１条第１項、第２項、第５項第１号及び第６項の規定を適用する。

（技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則における部分休業に関する経過措置）

５ この規則の施行の日から令和１３年３月３１日までの間における新規則第１０条の３第１項第３号の規定の適用については、同号中「１０年」

とあるのは、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ９年

（職員の旅費支給等に関する規則における暫定再任用教育職員に関する経過措置）

６ 暫定再任用教育職員（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号）附則第５項から第１２項ま

での規定により採用された教育職員をいう。）は、定年前再任用短時間勤務教育職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項の規定により採用された教育職員をいう。）とみなして、第３条の規定による改正後の職員

の旅費支給等に関する規則第２条（第１号に係る部分に限る。）の規定を適用する。

（指導力不足等教員の取扱いに関する規則における暫定再任用職員に関する経過措置）

７ この規則の施行の日から令和１４年３月３１日までの間における第４条の規定による改正後の指導力不足等教員の取扱いに関する規則第１２

条の規定の適用については、同条第１号中「及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第３条

第１項若しくは第２項、第４条又は第５条の規定により任期を定めて採用された者（以下「任期付職員」という。）」とあるのは「、地

方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第３条第１項若しくは第２項、第４条又は第５条の規定に

より任期を定めて採用された者（以下「任期付職員」という。）及び職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年

愛媛県条例第３１号）附則第５項、第６項、第９項又は第１０項の規定により採用された者（以下「暫定再任用職員」という。）」と、同条

第２号中「及び任期付職員」とあるのは「、任期付職員及び暫定再任用職員」とする。

�愛媛県教育委員会規則第５号
愛媛県教育職員免許状再授与審査会規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県教育職員免許状再授与審査会規則

（趣旨）

第１条 この規則は、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律施行規則（令和４年文部科学省令第５号。以下「省令」と

いう。）第６条の規定に基づき、愛媛県教育職員免許状再授与審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。

（組織）

第２条 審査会は、委員５人以内で組織する。

（委員）

第３条 省令第３条第１項に規定する児童生徒性暴力等に関する学識経験を有する者は、次に掲げる者とする。

� 医療、心理、福祉又は法律に関する専門的な知識経験を有する者

� その他愛媛県教育委員会が適当と認める者

２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

（会議）

第４条 審査会の会議は、会長が招集し、これを主宰する。
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２ 審査会の会議は、公開しない。

３ 審査会の議事について直接の利害関係を有する委員は、当該議事に関する審査会の会議に出席し、又はその議決に加わることができな

い。

（参考人）

第５条 審査会は、調査審議のため必要があるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。

（庶務）

第６条 審査会の庶務は、愛媛県教育委員会事務局において処理する。

（雑則）

第７条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮って定める。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第２号
次に掲げる告示は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

� 愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による教育委員会が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県教育委員会告示第５号）

� 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員会

告示第３号）

�愛媛県教育委員会訓令第２号
県 立 学 校

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県県立学校教育課程基準の一部を改正する訓令

愛媛県県立学校教育課程基準（昭和４８年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成３０年３月文部科学省告示第

６８号）、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学習

指導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領並

びに現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高等

学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学

習指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校学

習指導要領の特例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第

１０４号）及び学校教育法施行規則第１４０条の規定による特別の教育

課程について定める件（平成５年１月文部省告示第７号）によら

なければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領

、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領

（高等学校）

第１条 高等学校の教育課程については、次項に規定するものを除

くほか、高等学校学習指導要領（平成３０年３月文部科学省告示第

６８号）、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学習

指導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領並

びに現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高等

学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校学

習指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校学

習指導要領の特例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第

１０４号）及び学校教育法施行規則第１４０条の規定による特別の教育

課程について定める件（平成５年１月文部省告示第７号）によら

なければならない。

２ 省略

（中等教育学校）

第２条 省略

２ 中等教育学校の後期課程の教育課程については、高等学校学習

指導要領、令和２年度から令和４年度までの間における小学校学

習指導要領、現行中学校学習指導要領及び新中学校学習指導要領
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附 則

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１－１２
人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則（愛媛県人事委員会規則１―４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則３－３０
愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則

愛媛県人事委員会事務局処務規則（愛媛県人事委員会規則３―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

並びに現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高

等学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校

学習指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校

学習指導要領の特例を定める件及び中等教育学校並びに併設型中

学校及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によ

らなければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）及び特別支援学校高等部

学習指導要領（平成３１年２月文部科学省告示第１４号）及び令和２

年度から令和４年度までの間における特別支援学校小学部・中学

部学習指導要領及び平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

の間における特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を

定める件並びに特別支援学校高等部学習指導要領及び平成３１年４

月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定め

る件の特例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第１０５号）

によらなければならない。

２ 省略

並びに現行高等学校学習指導要領及び平成３１年４月１日から新高

等学校学習指導要領が適用されるまでの間における現行高等学校

学習指導要領の特例を定める件の規定により適用する新高等学校

学習指導要領の特例を定める件及び中等教育学校並びに併設型中

学校及び併設型高等学校の教育課程の基準の特例を定める件によ

らなければならない。

（特別支援学校）

第３条 特別支援学校の教育課程については、次項に規定するもの

を除くほか、特別支援学校幼稚部教育要領（平成２９年４月文部科

学省告示第７２号）、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）、 特別支援学校高等部

学習指導要領（平成３１年２月文部科学省告示第１４号）及び令和２

年度から令和４年度までの間における特別支援学校小学部・中学

部学習指導要領及び平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

の間における特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の特例を

定める件並びに特別支援学校高等部学習指導要領及び平成３１年４

月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定め

る件の特例を定める件（令和２年８月文部科学省告示第１０５号）

によらなければならない。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規則第

５号）（第８条を除く。）の規定の例による。

人事委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県

規則第１号） の規定の例による。
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１２５０
職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１２５１
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則及び給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則及び給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務局長の専決）

第９条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の提供等に関すること。

� 省略

（事務局長の専決）

第９条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

改 正 後 改 正 前

（県警察に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 条例第２０条第１項第６号に定める手当の額は、作業に従事した

日１日につき次の区分による額とする。

� 天皇若しくは皇后、上皇、上皇后、皇太子、皇太子妃、皇

嗣、皇嗣妃若しくは悠仁親王の警衛又は内閣総理大臣、国賓そ

の他これに準ずると人事委員会が認める者の警護の作業は、

１，１５０円

� 前号に掲げる皇族以外の皇族の警衛

の作業は、

６４０円

５～２４ 省略

（県警察に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 条例第２０条第１項第６号に定める手当の額は、作業に従事した

日１日につき次の区分による額とする。

� 天皇又は 皇后、上皇、上皇后、皇太子、皇太子妃、皇

嗣、皇嗣妃若しくは悠仁親王の警衛又は内閣総理大臣、国賓そ

の他これに準ずると人事委員会が認める者の警護の作業は、

１，１５０円

� 前号に掲げる皇族以外の皇族の警衛又は内閣総理大臣、国賓

その他これに準ずると人事委員会が認める者の警護の作業は、

６４０円

５～２４ 省略
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人事委員会告示

選挙管理委員会告示

（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第２条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１７年４月愛媛県人事委員会告

示第４号）は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

�愛媛県選挙管理委員会告示第２２号
政治資金規正法に基づく文書の公開に関する規程（平成８年９月愛媛県選挙管理委員会告示第２５号）の一部を次のように改正し、令和５

年４月１日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、児童相談所、身体障害者更生相談所、えひめ学

園及びしげのぶ特別支援学校に勤務する職員、総務部に勤務する

部付の職にある職員並びに市町へ派遣されている職員で、保健指

導若しくは看護等に従事し、又は学生の実習等を指導する保健

師、助産師、看護師及び准看護師であるものに適用する。

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、児童相談所、身体障害者更生相談所、えひめ学

園及びしげのぶ特別支援学校に勤務する職員、総務部に勤務する

部付の職にある職員並びに市町へ派遣されている職員で、保健指

導若しくは看護等に従事し、又は学生の実習等を指導する保健

師、助産師、看護師及び准看護師であるものに適用する。

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１～５ 省略

６ 医療職給料表�級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１～５ 省略

６ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

７級 知事の事務

部局

部付

保健所の課長

７級 知事の事務

部局 保健所の課長

７・８ 省略 ７・８ 省略

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開

示請求書

様式第１号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開

示請求書

少額領収書等の写しの開示請求書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

少額領収書等の写しの開示請求書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様
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氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示請求者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示請求者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示請求者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示請求者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

省略 省略

※

求める開示の

実施の方法等

１ 求める開示の実施の方法

□� 閲覧

□� 複写機により用紙に白黒で複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

削除

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＣＤ－Ｒに複

写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＤＶＤ－Ｒに

複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

※

求める開示の

実施の方法等

１ 求める開示の実施の方法

□� 閲覧

□� 複写機により用紙に白黒で複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＦＤに複写し

たものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＣＤ－Ｒに複

写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＤＶＤ－Ｒに

複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

省略 省略

省略 省略

様式第４号（第２条関係） 少額領収書等の写しの開示決定通知書

その１

様式第４号（第２条関係） 少額領収書等の写しの開示決定通知書

その１

少額領収書等の写しの開示決定通知書（全部開示）

第 号

年 月 日

様

愛媛県選挙管理委員会 �

少額領収書等の写しの開示決定通知書（全部開示）

第 号

年 月 日

様

愛媛県選挙管理委員会 �

省略 省略

� 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円） � 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円）

ア 閲覧 無料 ア 閲覧 無料

求めることができ

る開示の実施の方

法並びに開示の実

施に係る手数料の

額及び送付に要す

る費用

イ 紙 １０円× 枚 求めることができ

る開示の実施の方

法並びに開示の実

施に係る手数料の

額及び送付に要す

る費用

イ 紙 １０円× 枚

削除 削除 ウ ＦＤ ３０円＋１０円× 枚

ウ ＣＤ－Ｒ ４０円＋１０円× 枚 エ ＣＤ－Ｒ ６０円＋１０円× 枚

エ ＤＶＤ－Ｒ ５０円＋１０円× 枚 オ ＤＶＤ－Ｒ ７０円＋１０円× 枚

計（①） 計（①）

� 送付に要する費用

（②）

� 送付に要する費用

（②）

� 合計（①＋②） � 合計（①＋②）

省略 省略

その２ その２

少額領収書等の写しの開示決定通知書（部分開示）

第 号

年 月 日

様

愛媛県選挙管理委員会 �

少額領収書等の写しの開示決定通知書（部分開示）

第 号

年 月 日

様

愛媛県選挙管理委員会 �
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省略 省略

� 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円） � 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円）

ア 閲覧 無料 ア 閲覧 無料

求めることができ

る開示の実施の方

法並びに開示の実

施に係る手数料の

額及び送付に要す

る費用

イ 紙 １０円× 枚 求めることができ

る開示の実施の方

法並びに開示の実

施に係る手数料の

額及び送付に要す

る費用

イ 紙 １０円× 枚

削除 削除 ウ ＦＤ ３０円＋１０円× 枚

ウ ＣＤ－Ｒ ４０円＋１０円× 枚 エ ＣＤ－Ｒ ６０円＋１０円× 枚

エ ＤＶＤ－Ｒ ５０円＋１０円× 枚 オ ＤＶＤ－Ｒ ７０円＋１０円× 枚

計（①） 計（①）

� 送付に要する費用

（②）

� 送付に要する費用

（②）

� 合計（①＋②） � 合計（①＋②）

省略 省略

様式第５号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開

示の実施方法等申出書

様式第５号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開

示の実施方法等申出書

少額領収書等の写しの開示の実施方法等申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示申出者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示申出者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

少額領収書等の写しの開示の実施方法等申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示申出者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示申出者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

省略 省略

１ 求める開示の実施の方法 １ 求める開示の実施の方法

□� 閲覧
□全部

□一部（ ）
□� 閲覧

□全部

□一部（ ）

□� 複写機により用紙に白黒で複写したもの

の交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� 複写機により用紙に白黒で複写したもの

の交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

求める開示の

実施の方法等
削除 削除

求める開示の

実施の方法等

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＦＤに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＣＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＣＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＤＶＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＤＶＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

省略 省略

� 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円） � 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円）

ア 閲覧 無料 ア 閲覧 無料

開示の実施に

係る手数料

イ 紙 １０円× 枚 開示の実施に

係る手数料

イ 紙 １０円× 枚

削除 削除 ウ ＦＤ ３０円＋１０円× 枚
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の額及び送付

に要する費用

ウ ＣＤ－Ｒ ４０円＋１０円× 枚 の額及び送付

に要する費用

エ ＣＤ－Ｒ ６０円＋１０円× 枚

エ ＤＶＤ－Ｒ ５０円＋１０円× 枚 オ ＤＶＤ－Ｒ ７０円＋１０円× 枚

計（①） 計（①）

� 送付に要する費用（②） � 送付に要する費用（②）

� 合計（①＋②） � 合計（①＋②）

省略 省略

様式第６号（第２条関係） 少額領収書等の写しの更に開示を受け

る旨の申出書

様式第６号（第２条関係） 少額領収書等の写しの更に開示を受け

る旨の申出書

少額領収書等の写しの更に開示を受ける旨の申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示申出者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示申出者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

政治資金規正法施行令（昭和５０年政令第２７７号）第１１条第３項の規定に基

づき、次のとおり申し出ます。

少額領収書等の写しの更に開示を受ける旨の申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

開示申出者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の

所在地）

郵便番号

電話番号

連絡先（連絡先が上記開示申出者以外の場合は、連絡先の住所、

氏名及び電話番号）

政治資金規正法施行令（昭和５０年政令第２７７号）第１１条第３項の規定に基

づき、次のとおり申し出ます。

省略 省略

１ 求める開示の実施の方法 １ 求める開示の実施の方法

□� 閲覧
□全部

□一部（ ）
□� 閲覧

□全部

□一部（ ）

□� 複写機により用紙に白黒で複写したもの

の交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� 複写機により用紙に白黒で複写したもの

の交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

求める開示の

実施の方法等
削除 削除

求める開示の

実施の方法等

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＦＤに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＣＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＣＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＤＶＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的

記録をＤＶＤ－Ｒに複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部

□一部（ ）

省略 省略

� 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円） � 開示の実施の方法 � 手数料の計算方法 金 額（円）

ア 閲覧 無料 ア 閲覧 無料

開示の実施に

係る手数料

の額及び送付

に要する費用

イ 紙 １０円× 枚 開示の実施に

係る手数料

の額及び送付

に要する費用

イ 紙 １０円× 枚

削除 削除 ウ ＦＤ ３０円＋１０円× 枚

ウ ＣＤ－Ｒ ４０円＋１０円× 枚 エ ＣＤ－Ｒ ６０円＋１０円× 枚

エ ＤＶＤ－Ｒ ５０円＋１０円× 枚 オ ＤＶＤ－Ｒ ７０円＋１０円× 枚

計（①） 計（①）
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２３号
選挙管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年５月愛媛県選挙管理委員会告示第７号）の一部を次のように改正し、

令和５年４月１日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

� 送付に要する費用（②） � 送付に要する費用（②）

� 合計（①＋②） � 合計（①＋②）

省略 省略

様式第１３号（第７条関係） 収支報告閲覧対象文書写しの交付請求

書

様式第１３号（第７条関係） 収支報告閲覧対象文書写しの交付請求

書

収支報告閲覧対象文書写しの交付請求書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

交付請求者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、事務所又は事業

所の所在地）

郵便番号

電話番号

収支報告閲覧対象文書写しの交付請求書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

交付請求者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、事務所又は事業

所の所在地）

郵便番号

電話番号

省略 省略

□� 複写機により用紙に白黒で複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� 複写機により用紙に白黒で複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

削除

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＦＤに複写し

たものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

求める収支報

告閲覧対象文

書の写しの交

付の方法

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＣＤ－Ｒに複

写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

求める収支報

告閲覧対象文

書の写しの交

付の方法

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＣＤ－Ｒに複

写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＤＶＤ－Ｒに

複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＤＶＤ－Ｒに

複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□� 政治団体ごとに異なる写しの交付の方法を希望

〔「実施方法」欄に希望する写しの交付の方法（�～�及

びア又はイ）を記入してください。〕

□� 政治団体ごとに異なる写しの交付の方法を希望

〔「実施方法」欄に希望する写しの交付の方法（�～�及

びア又はイ）を記入してください。〕

１ 交付手数料 １ 交付手数料

交付の方法 計算方法等 金額（円） 交付の方法 計算方法等 金額（円）

� 紙 １０円× 枚 � 紙 １０円× 枚

削除 削除 � ＦＤ ３０円＋１０円× 枚

交付手数料等 � ＣＤ－Ｒ ４０円＋１０円× 枚 交付手数料等 � ＣＤ－Ｒ ６０円＋１０円× 枚

� ＤＶＤ－Ｒ ５０円＋１０円× 枚 � ＤＶＤ－Ｒ ７０円＋１０円× 枚

計（①） 計（①）

２ 送付に要する

費用（②）

２ 送付に要する

費用（②）

３ 合計（①＋②） ３ 合計（①＋②）

省略 省略
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公営企業告示
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２４号
個人演説会等を開催することができる施設として市町村選挙管理委員会が指定した施設（平成２２年１月愛媛県選挙管理委員会告示第７号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県公営企業告示第２号
次のとおり落札者を決定した。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

�愛媛県公営企業告示第３号
愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成２７年４月愛媛県公営企業告示

第４号）は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

改 正 後 改 正 前

選挙管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項につ

いては、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規

則第５号）（同規則第８条を除く。）の規定の例による。

選挙管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項につ

いては、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛

県規則第１号） の規定の例による。

改 正 後 改 正 前

施設の名称 施設の所在地 定員（人） 施設の名称 施設の所在地 定員（人）

四国中央市市民文化

ホール

四国中央市妻鳥町

１８３０番地１
１，０００

四国中央市市民文化

ホール

四国中央市妻鳥町

１８３０番地１
１，０００

四国中央市川之江ふ

れあい交流センター

四国中央市川之江町

４０６９番地１
２５０

四国中央市生きがい

研修センター

四国中央市金生町山

田井８２６番地３
７０

四国中央市川之江コ

ミュニティセンター

四国中央市川之江町

２９７５番地２
６０

省略 省略

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

公営企業管理局内ＬＡＮ基盤設備機
器 １式
（月額賃借料）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１
伊予鉄本社ビル２
Ｆ

令和５年３月１７日
ＦＬＣＳ株式会社 四
国支店
香川県高松市藤塚町一
丁目１０番３０号

２，３９０，９６０円 一般競争入札 令和５年２月３日
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公営企業管理規程

�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

省略 省略

死亡診断書 １部 ３，７４０円 死亡診断書 １部 ３，６３０円

診断書料 省略 診断書料 省略

死 体

（胎）

検案書

病死 １部 ７，２６０円 死 体

（胎）

検案書

病死 １部 ７，１５０円

省略 省略

省略 省略

１０３，４００円 １０３，４００円

ＰＥＴがんド

ック

（団 体 割

引、家族割

引、リピー

ト割引又は

紹介状割引

の適用を受

ける場合に

あつては、

９３，０００円）

ＰＥＴがんド

ック

（団 体 割

引、家族割

引、リピー

ト割引又は

紹介状割引

の適用を受

ける場合に

あつては、

９２，９９０円）

省略 省略

脳ドック

愛媛

県立

新居

浜病

院

人間ドッ

クと併せ

て受けな

い場合

１回 ４３，８９０円

脳ドック

愛媛

県立

新居

浜病

院

人間ドッ

クと併せ

て受けな

い場合

１回 ４０，９２０円

人間ドッ

クと併せ

て受ける

場合

１回 ２９，８１０円

人間ドッ

クと併せ

て受ける

場合

１回 ２６，８４０円

省略 省略

施術料
初検料 １回 ３，３００円

施術料
初検料 １回 ３，１９０円

省略 省略

省略 省略

エックス線フ

イルム複製料

省略
エックス線フ

イルム複製料

省略

四ツ切 １枚 ３００円 四ツ切 １枚 ３１０円

省略 省略

省略 省略
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省略 省略

特別初診料

愛媛

県立

今治

病院

及び

愛媛

県立

新居

浜病

院

省略

特別初診料

愛媛

県立

今治

病院

愛媛

県立

新居

浜病

院

省略

愛媛

県立

新居

浜病

院

助産に係

る資産の

譲渡等に

該当する

ものに係

るもの

１回 ７５０円

上記以外

のもの
１回 ８２０円

省略 省略

病衣提供料 １回 ２，３１０円 病衣提供料 １回 １．７６０円

省略 省略

健康保険法及

び高齢者の医

療の確保に関

する法律以外

の法令の規定

による療養又

は医療に関す

る給付に係る

費用の額の算

定方法で第１

条に規定する

算定方法と異

なるものが適

用される療養

又は医療に係

る料金

省略 健康保険法及

び高齢者の医

療の確保に関

する法律以外

の法令の規定

による療養又

は医療に関す

る給付に係る

費用の額の算

定方法で第１

条に規定する

算定方法と異

なるものが適

用される療養

又は医療に係

る料金

省略

移植用骨髄液

等輸送料

病院の職員が輸

送した場合
１回

愛媛県企業

職員旅費規

程（昭和４６

年愛媛県公

営企業管理

規 程 第 ６

号）の規定

に基づき算

定した額に

相当する額

運送業者が輸送
１回

輸送の委託

に要する額

に１００分の

１１０を乗じ
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した場合 て 得 た 額

（１０円未満

切捨て）

省略 省略

注 省略

別表第２（第２条関係）

注 省略

別表第２（第２条関係）

名 称 区 分 単 位 金 額 名 称 区 分 単 位 金 額

歯科

保存

に係

る料

金

鋳造歯

冠修復

料

白金加金 大臼歯 １個 ３６，６３０円 歯科

保存

に係

る料

金

鋳造歯

冠修復

料

白金加金 大臼歯 １個 ３５，０７０円

前歯及び小臼

歯

１個 ３５，４２０円 前歯及び小臼

歯

１個 ３３，９１０円

金合金 大臼歯 １個 ３６，０８０円 金合金 大臼歯 １個 ３４，４４０円

前歯及び小臼

歯

１個 ３４，９８０円 前歯及び小臼

歯

１個 ３３，４８０円

チタン 前歯、小臼歯

及び大臼歯

１個 ３３，６６０円 チタン 前歯、小臼歯

及び大臼歯

１個 ３２，２６０円

ポーセレンインレー １個 ３３，０５０円 ポーセレンインレー １個 ３２，２４０円

隣接面加算料 １面 １１，２２０円 隣接面加算料 １面 １０，７８０円
こう

咬頭被覆料 １歯 １２，９８０円
こう

咬頭被覆料 １歯 １２，５９０円

歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

支台築

造料

省略 歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

支台築

造料

省略

金パラ銀合金 １歯 １５，８００円 金パラ銀合金 １歯 １５，６７０円

省略 省略

省略 省略

ろう着

料

白金加金 １箇所 ８，４７０円 ろう着

料

白金加金 １箇所 ７，９６０円

金合金 １箇所 ８，４７０円 金合金 １箇所 ７，８７０円

陶材焼付け用合金 １箇所 １０，２３０円 陶材焼付け用合金 １箇所 ９，６９０円

アタッチメント １箇所 １１，９９０円 アタッチメント １箇所 １１，２２０円

省略 省略

隙料 白金加金 １個 １７，０５０円 隙料 白金加金 １個 １６，１８０円

金合金 １個 １６，９４０円 金合金 １個 １５，９６０円

チタン １個 １６，３９０円 チタン １個 １５，５６０円

全部鋳

造冠料

白金加金 １歯 ６８，９７０円 全部鋳

造冠料

白金加金 １歯 ６５，７１０円

省略 省略

チタン １歯 ６４，０２０円 チタン １歯 ６１，０３０円

前装冠

料

レジン

前装冠

白金加金 １歯 ７６，６７０円 前装冠

料

レジン

前装冠

白金加金 １歯 ７２，８４０円

省略 省略

チタン １歯 ７１，８３０円 チタン １歯 ６８，３５０円

陶歯前

装冠

白金加金 １歯 ７９，９４０円 陶歯前

装冠

白金加金 １歯 ７９，０４０円

金合金 １歯 ７９，３７０円 金合金 １歯 ７８，１８０円

陶材焼付け冠 １歯 ８８，０００円 陶材焼付け冠 １歯 ８１，７１０円

省略 省略

歯冠継

続歯料

レジン

前装金

属裏装

白金加金 １歯 ８０，４１０円 歯冠継

続歯料

レジン

前装金

属裏装

白金加金 １歯 ７６，３２０円

金合金 １歯 ７９，６４０円 金合金 １歯 ７５，４６０円

チタン １歯 ７５，９００円 チタン １歯 ７２，１１０円

省略 省略



愛 媛 県 報令和５年３月３１日 第３９５号

４９０

全部レ

ジン冠

省略 全部レ

ジン冠

省略

チタン １歯 ７２，２５０円 チタン １歯 ７２，２４０円

省略 省略

橋体料 前歯部 レジン

前装金

属裏装

白金加

金

１歯 ７２，９３０円 橋体料 前歯部 レジン

前装金

属裏装

白金加

金

１歯 ６９，３５０円

金合金 １歯 ７２，０５０円 金合金 １歯 ６８，４９０円

チタン １歯 ６７，９８０円 チタン １歯 ６４，７３０円

陶歯前

装金属

裏装

省略 陶歯前

装金属

裏装

省略

陶材焼

付け用

合金

１歯 ８５，５８０円 陶材焼

付け用

合金

１歯 ８０，１３０円

チタン １歯 ７８，７６０円 チタン １歯 ７４，５１０円

省略 省略

臼歯部 金属 白金加

金

１歯 ６７，６５０円 臼歯部 金属 白金加

金

１歯 ６４，３２０円

金合金 １歯 ６７，８７０円 金合金 １歯 ６３，４５０円

チタン １歯 ６２，７００円 チタン １歯 ５９，５９０円

陶歯・

陶材

白金加

金

１歯 ７９，３４０円 陶歯・

陶材

白金加

金

１歯 ７８，８１０円

省略 省略

陶材焼

付け用

合金

１歯 ８５，５８０円 陶材焼

付け用

合金

１歯 ８３，５８０円

チタン １歯 ７８，７６０円 チタン １歯 ７３，９８０円

省略 省略

省略 省略

特殊義

歯 料

（バー

及び維

持装置

を 含

む。）

全部床 １顎 ２０９，０００円 特殊義

歯 料

（バー

及び維

持装置

を 含

む。）

全部床 １顎 １８７，８６０円

９歯～１４歯欠損床 １床 １６５，０００円 ９歯～１４歯欠損床 １床 １５１，４２０円

省略 省略

省略 省略

オール

セ ラ

ミック

冠料

ジルコニア １歯 １１３，６６０円 オール

セ ラ

ミック

冠料

ジルコニア １歯 １０４，７６０円

ｅ－ｍａｘ １歯 ９１，６６０円 ｅ－ｍａｘ １歯 ８３，８００円

歯科

口腔

外科

に係

る料

金

矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト埋込

術料

１本 ３８，０６０円 歯科

口腔

外科

に係

る料

金

矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト埋込

術料

１本 ２７，５００円

矯正用

アンカ

ーイン

１本 ５，５００円 矯正用

アンカ

ーイン

１本 ５，０９０円
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附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県立病院料金規程別表第１診断書料の項の規定は、この管理規程の施行の日以後の診断書の交付の申出に係る料金につい

て適用し、同日前の診断書の交付の申出に係る料金については、なお従前の例による。

３ 改正後の愛媛県立病院料金規程別表第４の規定は、この管理規程の施行の日以後に開始する駐車場の使用に係る駐車場使用料について

適用し、同日前に開始した駐車場の使用に係る駐車場使用料については、なお従前の例による。

�愛媛県公営企業管理規程第４号
公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関する管理規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関する管理規程の一部を改正する管理規程

公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関する管理規程（平成１４年愛媛県公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

プラン

ト除去

術料

プラン

ト除去

術料

別表第４（第２条関係） 別表第４（第２条関係）

名称 病院名 区 分 金 額 備考 名称 病院名 区 分 金 額 備考

駐車

場使

用料

愛媛県

立中央

病院

愛媛県

立今治

病院

外来

患者

駐車時

間が２４

時間以

内の場

合

駐車時間６時間を

超える３０分までご

とに５０円の割合で

算出した額（この

額が１，０００円を超

える場合にあつて

は、１，０００円）

駐車時間が

６時間以内

の使用は、

無 料 と す

る。

駐車

場使

用料

愛媛県

立中央

病院

愛媛県

立今治

病院

外来

患者

駐車時

間が２４

時間以

内の場

合

駐車時間３時間を

超える３０分までご

とに５０円の割合で

算出した額（この

額が１，０００円を超

える場合にあつて

は、１，０００円）

駐車時間が

３時間以内

の使用は、

無 料 と す

る。

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（管理者が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項）

第１条 公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事

項については、次条に定めるものを除き、個人情報の保護に関す

る法律施行細則（令和５年愛媛県規則第５号。以下「規則」とい

う。）の規定の例による。

（費用の納付の方法）

第２条 規則第７条各号に規定する費用について、管理者が定める

納付の方法は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める方法とする。

� 次号に掲げる方法により交付を受ける場合以外の場合 規則

第７条第１号に規定する写しの作成に要する費用の額に相当す

る額を現金で納付する方法。ただし、管理者が定める地方公共

団体等行政文書の写しの交付にあっては、管理者が別に定める

ところにより納付する方法

� 地方公共団体等行政文書の写しの送付により交付を受ける場

合 規則第７条第１号に規定する写しの作成に要する費用の額

公営企業管理者が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事

項については、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平

成１４年愛媛県規則第１号）

の規定の例による。
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この管理規程は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第５号
愛媛県企業職員就業規程等の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県企業職員就業規程等の一部を改正する管理規程

（愛媛県企業職員就業規程の一部改正）

第１条 愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（勤務時間）

第４条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定

する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認

を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）

にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の

規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）の

内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分

のいずれかで管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）にあつては１５時間３０分から

３１時間までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第

１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以

下「任期付短時間勤務職員」という。）にあつては３１時間までの

範囲内で管理者が定める時間）とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに管理者が定める

日、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあ

つては日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日間

において職員ごとに管理者が定める日）は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とし、前項の勤務時間は、

月曜日から金曜日までの５日間（育児短時間勤務職員等、定年前

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつては、１

週間ごとの期間）において午前８時３０分から午後５時１５分までに

割り振る。ただし、特別の事情を有する職員であつて、管理者が

適当と認めるものの勤務時間については、別に定めるところによ

（勤務時間）

第４条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定

する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認

を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）

にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の

規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」という。）の

内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分

のいずれかで管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６

第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第２８条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任

用短時間勤務職員 」という。）にあつては１５時間３０分から

３１時間までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第

１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員（以

下「任期付短時間勤務職員」という。）にあつては３１時間までの

範囲内で管理者が定める時間）とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに管理者が定める

日、再任用短時間勤務職員 及び任期付短時間勤務職員にあ

つては日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日間

において職員ごとに管理者が定める日）は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とし、前項の勤務時間は、

月曜日から金曜日までの５日間（育児短時間勤務職員等、再任用

短時間勤務職員 及び任期付短時間勤務職員にあつては、１

週間ごとの期間）において午前８時３０分から午後５時１５分までに

割り振る。ただし、特別の事情を有する職員であつて、管理者が

適当と認めるものの勤務時間については、別に定めるところによ

と同条第２号に規定する送付に要する費用の額とを合計した額

に相当する額を愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公

営企業管理規程第９号）第２０条第１項に規定する納入通知書に

より納付する方法。ただし、管理者が定める地方公共団体等行

政文書の写しの交付にあっては、管理者が別に定めるところに

より納付する方法

改 正 後 改 正 前
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る。

３ 省略

４ 前項の規定に基づく勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適

合するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、第１１条第１項に規定する休日その他管理者が定め

る日については、７時間４５分（定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期間

ごとの期間における勤務時間を当該期間における第２項の規定

による週休日以外の日の日数で除して得た時間。第８項第２号

において同じ。）とすること。

�・� 省略

５～１４ 省略

（部分休業）

第１３条の２ 省略

２・３ 省略

４ 管理者は、その定年から１０年を減じた年齢に達した職員が請求

した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、職

員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）

の例により、当該職員が当該年齢に達した日後における最初の４

月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員

に係る定年退職日（職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県

条例第１号）第２条第１項に規定する定年退職日をいう。）まで

の期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないこと（以下「高

齢者部分休業」という。）を承認することがある。

５ 省略

附 則

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第１３

条の２第４項の規定の適用については、同項中「１０年」とあるの

は、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６年

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ７年

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ８年

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ９年

る。

３ 省略

４ 前項の規定に基づく勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適

合するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、第１１条第１項に規定する休日その他管理者が定め

る日については、７時間４５分（再任用短時間勤務職員 及

び任期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期間

ごとの期間における勤務時間を当該期間における第２項の規定

による週休日以外の日の日数で除して得た時間。第８項第２号

において同じ。）とすること。

�・� 省略

５～１４ 省略

（部分休業）

第１３条の２ 省略

２・３ 省略

４ 管理者は、その定年から５年を減じた年齢に達した職員が請求

した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、職

員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）

の例により、当該職員が当該年齢に達した日後における最初の４

月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員

に係る定年退職日（職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県

条例第１号）第２条第１項に規定する定年退職日をいう。）まで

の期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないこと（以下「高

齢者部分休業」という。）を承認することがある。

５ 省略

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

（愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第３条 愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 後

（勤務時間）

第３条 特殊勤務者の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分（地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項

に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）

の承認を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をすることとなつた職員にあつては承認を受けた育児短時間勤

務又は同条 の規定による短時間勤務の内容に従い１９

時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分のいずれかで

管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の４第１項又は第２２条の５第１項 若しく

は第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるものにあつては１５時間３０分から

３１時間までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第

１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員にあ

つては３１時間までの範囲内で管理者が定める時間）とする。

２～４ 省略

（勤務時間）

第３条 特殊勤務者の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分（地方

公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項

に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）

の承認を受けた職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をすることとなつた職員にあつては承認を受けた育児短時間勤

務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務の内容に従い１９

時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は２４時間３５分のいずれかで

管理者が定める時間、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しく

は第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるものにあつては１５時間３０分から

３１時間までの範囲内で管理者が定める時間、育児休業法第１８条第

１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された職員にあ

つては３１時間までの範囲内で管理者が定める時間）とする。

２～４ 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この管理規程は、愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）に基づき、企業職員で

常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（第９条を除き、以下「職員」という。）の給与に関する事項を

定めることを目的とする。

（職務の級の分類基準）

第３条 省略

２ 管理者は、全て の職員の職を前項の規定により定められた職

務の級のいずれかに格付し、前条の給料表により職員に給料を支

給する。ただし、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の

規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた

職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることと

なつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公

務員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項の

規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」という。）並びに育児休業法第１８条第１項又は一般職の任期

付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第４

条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」

という。）には、同表の規定にかかわらず、同表の規定による給

料月額又は基準給料月額に愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛

媛県公営企業管理規程第３号）第４条第１項又は愛媛県企業職員

特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）

第３条第１項の規定により定められたその者の勤務時間をこれら

の項に規定する育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）の給料を支給する。

（初任給、昇格、昇給等の基準）

第４条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する基準については、一

般職給与条例、一般職の任期付職員の採用等に関する条例

及び技能労務職員の給与に関する規程の

例による。

（管理職手当）

第５条 省略

２ 前項に規定する職員のうち定年前再任用短時間勤務職員

以外の職員に支給する管理職手当は、当該職員に

適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該

職員の職に係る前項の規定による区分（以下「職の区分」とい

う。）に応じ、別表第３の管理職手当欄に定める額（育児短時間

勤務職員等及び任期付短時間勤務職員について、その額に１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

３ 第１項に規定する職員のうち定年前再任用短時間勤務職員に支

給する管理職手当は、当該職員に適用される給料表の別並びに当

該職員の属する職務の級及び職の区分に応じ、別表第４の管理職

手当欄に定める額（ その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

（目的）

第１条 この管理規程は、愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）に基づき、企業職員で

常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（第９条を除き、以下「職員」という。）の給与に関する事項を

定めることを目的とする。

（職務の級の分類基準）

第３条 省略

２ 管理者は、すべての職員の職を前項の規定により定められた職

務の級のいずれかに格付し、前条の給料表により職員に給料を支

給する。ただし、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の

規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた

職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることと

なつた職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）及び地方

公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員には、前条の給料表定により採用された職員（以下「定年前再

任用短時間勤務職員」という。）及び育児休業法第１８条第１項又

は一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条

例第１号）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短

時間勤務職員」というの規定にかかわらず、同表の規定による給

料月額又は基準給料月額に愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛

媛県公営企業管理規程第３号）第４条第１項又は愛媛県企業職員

特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）

第３条第１項の規定により定められたその者の勤務時間をこれら

の項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）の給料を支給する。

（初任給、昇格、昇給等の基準）

第４条 職員の初任給、昇格、昇給 に関する基準については、一

般職給与条例、一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成

１５年愛媛県条例第１号）及び技能労務職員の給与に関する規程の

例による。

（管理職手当）

第５条 省略

２ 前項に規定する職員のうち地方公務員法第２８条の４第１項又は

第２８条の５第１項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員に支給する管理職手当は、当該職員に

適用される給料表の別並びに当該職員の属する職務の級及び当該

職員の職に係る前項の規定による区分（以下「職の区分」とい

う。）に応じ、別表第３の管理職手当欄に定める額（育児短時間

勤務職員等及び任期付短時間勤務職員について、その額に１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

３ 第１項に規定する職員のうち再任用職員 に支

給する管理職手当は、当該職員に適用される給料表の別並びに当

該職員の属する職務の級及び職の区分に応じ、別表第４の管理職

手当欄に定める額（再任用短時間勤務職員について、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。
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附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 暫定再任用短時間勤務職員（職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例（令和４年愛媛県条例第３１号。以下「改正条例」

という。）附則第２４項に規定する暫定再任用短時間勤務職員をいう。以下同じ。）は、第１条の規定による改正後の愛媛県企業職員就業

規程第４条第１項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同項並びに同条第２項及び第４項第１号の規定を適用する。

３ 暫定再任用短時間勤務職員は、第２条の規定による改正後の愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程第３条第１項に規定する地方公務員法

第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項の規定により採用された職員とみなして、同管理規程第３条第１項の規定を適用

する。

４ 改正条例附則第２６項に規定する暫定再任用職員は、第３条の規定による改正後の愛媛県企業職員の給与に関する規程（以下「新給与規

程」という。）第３条第２項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、新

給与規程第５条第３項の規定を適用する。

５ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与規程第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用する。

附 則

（管理職手当の特例）

５ 省略

６ 第９条の規定によりその例によることとされる一般職給与条例

附則第１９項の規定の適用を受ける職員に対する第５条第２項の規

定の適用については、当分の間、同項中「定める額」とあるの

は、「定める額に１００分の７０を乗じて得た額（その額に、５０円未

満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の

端数を生じたときはこれを１００円に切り上げた額）」とする。

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

（給料月額に関する経過措置の適用除外）

１２ 第９条の規定によりその例によることとされる一般職給与条例

附則第１９項の規定による給料月額の算定については、同条の規定

にかかわらず、県立病院において医療業務に従事する医師及び歯

科医師には、適用しない。

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

附 則

（管理職手当の特例）

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

職務の

級

給料

表区分

１

級

２

級

３

級
４級 ５級 ６級

７

級

８

級

９

級

職務の

級

給料

表区分

１

級

２

級

３

級
４級 ５級 ６級

７

級

８

級

９

級

行政職給

料表

（ １ ～

９）

省

略

○専門員 省略 省略 行政職給

料表

（ １ ～

９）

省

略

○専門員

（４級）

省略

○専門員

（５級）

省略

省略 省略

医療職給

料表�

（ １ ～

７）

省

略

○専門員 省略

省略

省

略

医療職給

料表�

（ １ ～

７）

省

略

○専門員

（５級）

省略

○専門員

（６級）

省略

省

略

省略 省略
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４９６

公営企業訓令

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和５年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令

（愛媛県公営企業事業所処務規則の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業事業所処務規則（昭和５７年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部改正）

第２条 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第１４条 発電工水管理事務所及び工業用水道管理事務所の所長限り

で専決できる事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

２ 病院の院長限りで専決できる事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 保有個人情報の開示、訂正及び利用停止に関すること（保有

個人情報の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 個人情報ファイル簿の作成及び公表に関すること。

� 行政機関等匿名加工情報の作成に関すること。

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

３～５ 省略

（専決事項）

第１４条 発電工水管理事務所及び工業用水道管理事務所の所長限り

で専決できる事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

２ 病院の院長限りで専決できる事項は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 個人情報 の開示、訂正及び利用停止に関すること（個人

情報 の開示、訂正及び利用停止の請求に対する決定又はこ

れらの請求に係る不作為についての審査請求に関するものを除

く。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

３～５ 省略
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改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

管理者の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

管理者の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の種類 事 項

決裁区分

事務の種類 事 項

決裁区分

管

理

者

専決者 管

理

者

専決者

局

長

課

長

主

幹

局

長

課

長

主

幹

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 個人情報

の保護に関

する法律の

施行に関す

る事務

１ 事業者の支援に関すること

（第１３条）。

○ ３ 個人情報

の保護に関

する法律の

施行に関す

る事務

１ 事業者の支援に関すること

（第１２条）。

○

２ 個人情報取扱事業者、仮名加

工情報取扱事業者、匿名加工情

報取扱事業者及び個人関連情報

取扱事業者に関すること。

２ 個人情報取扱事業者及び

工情報取扱事業者、匿名加工情

報取扱事業者及び個人関連情報

取扱事業者に関すること。

� 報告の徴収及び立入検査

（第１４６条第１項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第４０条第１項）

○

� 個人情報保護委員会への報

告（個人情報の保護に関する

法律施行令第４０条第３項）

○ � 個人情報保護委員会への報

告（個人情報の保護に関する

法律施行令第２１条第３項）

○

３ 個人情報ファイル簿の作成及

び公表（第７５条第１項）

○

４ 保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止の請求に対する決定

（第８２条、第８６条第３項、第９３

条、第１０１条）

○

５ 保有個人情報の開示及び訂正

の請求に係る事案の移送（第８５

条第１項、第９６条第１項）

○

６ 保有個人情報の開示の請求に

対する決定に係る第三者の意見

の 聴 取（第８６条 第１項、第２

項）

○

７ 保有個人情報の提供先への通

知（第９７条）

○

８ 保有個人情報の開示の請求等

に対する決定に係る審査請求に

関すること。

� 愛媛県情報公開・個人情報

保護審査会への諮問等（第

１０５条）

○

� 第三者に対する通知（第８６

条第３項、第１０７条第１項）

○

９ 行政機関等匿名加工情報の作

成（第１０９条第１項）

○

１０ 個人情報取扱事務の登録及び

その抹消（個人情報の保護に関

する法律施行条例第３条第２

項、第５項）

○
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４９８

１１ 保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止の請求に対する決定

に係る期間の延長等（個人情報

の保護に関する法律施行条例第

４条第２項、第５条、第７条第

２項、第８条、第９条第２項、

第１０条）

○

４ 愛媛県個

人情報保護

条例の施行

に関する事

務

１ 個人情報取扱事務の登録及び

その抹消（第７条第２項、第５

項）

○

２ 愛媛県情報公開・個人情報保

護審査会の意見の聴取（第７条

第３項第４号、第８条第２項第

７号、第３項第３号、第９条第

６号、第１０条第２項第４号）

○

３ 個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定（第

２１条、第２５条第３項、第３２条、

第３９条）

○

４ 個人情報の開示、訂正及び利

用停止の請求に対する決定に係

る期間の延長等（第２２条第２

項、第２３条、第３３条第２項、第

３４条、第３９条）

○

５ 個人情報の開示及び訂正の請

求に係る事案の移送（第２４条第

１項、第３５条第１項）

○

６ 個人情報の開示の請求に対す

る決定に係る第三者の意見の聴

取（第２５条第１項、第２項）

○

７ 口頭により開示請求ができる

個人情報の決定（第２７条第１

項）

○

８ 個人情報の開示等の請求に対

する決定又はこれらの請求に係

る不作為についての審査請求に

関すること。

� 愛媛県情報公開・個人情報

保護審査会への諮問等（第４１

条、第４２条）

○

� 第三者に対する通知（第２５

条第３項、第４４条）

○

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

備考 省略 備考 省略
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４９９

（愛媛県公営企業管理局事業所事務決裁規則の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業事業所事務決裁規則（平成９年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

発電工

水管理

事務所

及び工

業用水

道管理

事務所

におけ

る決裁

区分

愛媛県立中央

病院、愛媛県

立今治病院及

び愛媛県立新

居浜病院にお

ける決裁区分

愛媛県

立南宇

和病院

におけ

る決裁

区分

事務の

種 類
事 項

発電工

水管理

事務所

及び工

業用水

道管理

事務所

におけ

る決裁

区分

愛媛県立中央

病院、愛媛県

立今治病院及

び愛媛県立新

居浜病院にお

ける決裁区分

愛媛県

立南宇

和病院

におけ

る決裁

区分

所

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者
所

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者

課

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

１・２

省略

１・２

省略

３ 個

人情

報の

保護

に関

する

法律

の施

行に

関す

る事

務

１ 個人情報ファ

イル簿の作成及

び公表（第７５条

第１項）

○ ○ ○ ３ 愛

媛県

個人

情報

保護

条例

の施

行に

関す

る事

務

１ 個人情報取扱

事務の登録及び

その抹消（第７

条第２項、第５

項）

○ ○ ○

２ 保有個人情報

の開示、訂正及

び利用停止の請

求に対する決定

（第８２条、第８６

条第３項、第９３

条、第１０１条）

○ ○ ○ ２ 個人情報の開

示、訂正及び利

用停止の請求に

対する決定（第

２１条、第２５条第

３項、第３２条、

第３９条）

○ ○ ○

３ 保有個人情報

の開示及び訂正

の請求に係る事

案の移送（第８５

条第１項、第９６

条第１項）

○ ○ ○ ３ 個人情報の開

示、訂正及び利

用停止の請求に

対する決定に係

る期間の延長等

（第２２条 第２

項、第２３条、第

３３条第２項、第

３４条、第３９条）

○ ○ ○

４ 保有個人情報

の開示の請求に

対する決定に係

る第三者の意見

○ ○ ○ ４ 個人情報の開

示及び訂正の請

求に係る事案の

移送（第２４条第

○ ○ ○
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５００

労働委員会告示

附 則

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県労働委員会告示第１号
労働委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年１月愛媛県地方労働委員会告示第１号）の一部を次のように改正し、令和

５年４月１日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛県労働委員会

会 長 村 田 毅 之

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の聴取（第８６条

第１項、第２

項）

１項、第３５条第

１項）

５ 保有個人情報

の提供先への通

知（第９７条）

○ ○ ○ ５ 個人情報の開

示の請求に対す

る決定に係る第

三者の意見の聴

取（第２５条第１

項、第２項）

○ ○ ○

６ 行政機関等匿

名加工情報の作

成（第１０９条 第

１項）

○ ○ ○ ６ 口頭により開

示請求ができる

個人情報の決定

（第２７条 第１

項）

○ ○ ○

７ 個人情報取扱

事務の登録及び

その抹消（個人

情報の保護に関

する法律施行条

例 第３条 第２

項、第５項）

○ ○ ○

８ 保有個人情報

の開示、訂正及

び利用停止の請

求に対する決定

に係る期間の延

長等（個人情報

の保護に関する

法律施行条例第

４条第２項、第

５条、第７条第

２項、第８条、

第９条第２項、

第１０条）

○ ○ ○

４～７

省略

４～７

省略

備考 省略 備考 省略
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５０１

警察本部告示

��������������

雑 報

��������������

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１３１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

じか流し網漁業について、次のとおり指示する。

令和５年３月３１日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第１３２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）における宝石さんごの採捕について、次の

とおり指示する。

令和５年３月３１日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

１ 定義

この指示において「宝石さんご」とは、アカサンゴ、モモイロ

サンゴ及びシロサンゴの生体及び死骸をいう。

２ 採捕の制限

宇和海において、宝石さんごを採捕してはならない。ただし、

�愛媛県警察本部告示第１号
愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第３５条第１項の規定により、公益財団法人愛媛県暴力追放推進センターを同項の出資

法人として指定する。

令和５年３月３１日

愛媛県警察本部長 森 本 敦 司

�愛媛県警察本部告示第２号
愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（令和２年４月愛媛県警察本部告示

第１号）は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

愛媛県警察本部長 森 本 敦 司

�公 告

愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成２２年４月公立大学法人愛媛県

立医療技術大学公告）は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 安 川 正 貴

�公 告

愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成２４年７月公立大学法人愛媛県

立医療技術大学公告）は、告示の日限り廃止する。

令和５年３月３１日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 安 川 正 貴

改 正 後 改 正 前

労働委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規則第

５号）（同規則第８条を除く。）の規定の例による。

労働委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県

規則第１号） の規定の例による。
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３に掲げる者が採捕する場合であって、愛媛海区漁業調整委員会

（以下「委員会」という。）の承認を受けたときは、この限りで

ない。

３ 承認対象者

承認の対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。

� 試験研究の目的で宝石さんごを採捕しようとする者

� 宇和海において、令和４年度に宝石さんご漁業を営んでいる

者

� その他委員会が認めた者

４ 承認対象漁船

承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす

る。

５ 承認証の備え付けの義務

承認を受けた者は、宝石さんごを採捕しようとするときには、

承認証を対象漁船に備え付けなければならない。

６ 承認の制限、条件の変更又は採捕の停止

委員会は、資源保護又は漁業調整上必要があると認めるときは、

承認を制限し、条件を変更し、又は採捕の停止を指示することが

できる。

７ 承認の取消

委員会は、承認を受けた者がこの指示の内容に違反したときは、

承認を取り消すことができる。

８ 意図しない混獲等による宝石さんごの所持又は販売の禁止

承認を受けないで採捕した宝石さんごの所持又は販売をしては

ならない。

９ 事務取扱要領

この指示に定めるもののほか、採捕の承認等に関する取扱いに

ついては、委員会が別に定める。

１０ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１

日までとする。

�愛媛海区漁業調整委員会告示第１号
海区漁業調整委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年愛媛海区漁業調整委員会告示第１号）の一部を次のように改正し、

令和５年４月１日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 佐々木 護

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１号
内水面漁場管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１号）の一部を次のように

改正し、令和５年４月１日から施行する。

令和５年３月３１日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 岡 村 重 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県収用委員会運営規則第１号
収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定めるものとする。

令和５年３月３１日

愛媛県収用委員会会長 � 橋 直 人

収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県収用委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

海区漁業調整委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項

については、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛

県規則第５号）（同規則第８条を除く。）の規定の例による。

海区漁業調整委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項

については、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１

４年愛媛県規則第１号） の規定の例による。

改 正 後 改 正 前

内水面漁場管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事

項については、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛

媛県規則第５号）（同規則第８条を除く。）の規定の例による。

内水面漁場管理委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事

項については、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成

１４年愛媛県規則第１号） の規定の例による。
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛県規則第

５号）（第８条を除く。）の規定の例による。

収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項について

は、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４年愛媛県

規則第１号） の規定の例による。

令和５年３月３１日 発行


